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１．はじめに 

 

 地震調査研究推進本部は、「地震調査研究の推進について－地震に関する観測、測量、調査及び

研究の推進についての総合的かつ基本的な施策－」（平成 11 年４月 23 日）において、活断層調査、

地震発生可能性の長期評価、強震動予測等の成果を統合し、強い地震動の発生の確率的な予測情

報を含む全国を概観した地震動予測地図を作成することが、当面推進すべき地震調査研究の主要

な課題としてあげられ、平成 17 年３月に「全国を概観した地震動予測地図」を公表した。この地

図は、地震防災意識の高揚のために用いられるほか、我が国の国や地域で作成する防災計画に利

用されることなどを想定して取り組んだものである。 

平成 23 年（2011 年）に発生した東北地方太平洋沖地震を受けて、それまでの確率論的地震動予

測地図における様々な課題が指摘された。具体的には、東北地方太平洋沖型の地震が長期評価の

対象とされていなかったこと、長期評価されていない地震の考慮が不十分であったことなどが挙

げられる。これらを踏まえ、東北地方太平洋沖地震等を踏まえた長期評価等を反映することや、

不確実性の考慮の仕方を工夫すること（発生位置・規模・発生間隔などが明らかでないため長期

評価されていない地震について従来よりも大きな規模の地震まで考慮する等）などの方針に基づ

き検討・改良を行い、平成 26 年 12 月に「全国地震動予測地図 2014 年版」を公表した。 

その後も引き続き、地震動予測地図の高度化に向けて、地震動予測手法や地下構造モデルなど

の改良を検討してきた。そして、それらの成果をとりまとめた最新版として、令和３年３月に「全

国地震動予測地図 2020 年版」を公表した。 

これとは別に、「平成 15 年（2003 年）十勝沖地震」の際に震央から遠く離れた苫小牧で発生し

た石油タンク火災の原因の一つが長周期地震動であったことを受け、長周期地震動に焦点を当て

た地震動予測地図として、平成 21 年９月に想定東海地震・東南海地震及び宮城県沖地震を対象と

した「長周期地震動予測地図 2009 年試作版」を公表した。その後、対象地震の震源モデルの構築

とその改良、地下構造モデルの構築とその改良を経て、平成 24 年１月に南海地震（昭和型）を対

象とした「長周期地震動予測地図 2012 年試作版」を、平成 28 年 10 月に相模トラフ巨大地震を対

象とした「長周期地震動評価 2016 年試作版」をそれぞれ公表した。現在も予測地図の活用法を含

めた長周期地震動の調査研究を推進している。 

今般、前述の「全国地震動予測地図」による成果は着実に社会へと還元され始めている。全国

地震動予測地図や各種長期評価は、防災計画、地震保険の基準料率算定、耐震対策の計画に活用

され始めている。他方、各種長期評価を行う過程で生み出される様々なデータや分析手法が建築

物の耐震化等に活用できる可能性は指摘されているが、十分活用が進んでいるとは言えない。 

このような状況を踏まえて、「地震調査研究の推進について －地震に関する観測、測量、調査

及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策（第３期）－」（令和元年５月 31 日）におい

て、「工学的利活用に向けて、地震動の応答スペクトルに関する地震動予測地図を作成する。」方

針が打ち出されている。ここで、応答スペクトルとは、耐震設計など工学分野において、地震動

特性を表現する１つの指標である。様々な周期特性を持つ構造物に対して、その地震動がどの程

度の揺れの強さ（応答）を生じさせるかを示すものである。応答スペクトルは、ある固有周期と

減衰定数を有する１質点系モデルに地震動を入力し計算される応答波形の最大値とその固有周期

の関係として求められる（図 1-1 参照）。上述した長周期地震動予測地図（試作版）においても地
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震動の周期特性を示す指標として用いられている。また、参考として、高層建物の固有周期と建

物高さ・階数との関係を図 1-2 に示す。 

上記の方針のもと、今後、様々なニーズを踏まえた成果のあり方や利活用、地震動予測式や地

震動ハザード評価の予測精度向上などの諸課題の検討を進めるための基礎資料となるよう、地震

動ハザードの評価条件や試算結果を中心にまとめ、応答スペクトルに関する地震動ハザード評価

の試作版を作成した。本試作版では、応答スペクトルとして工学的基盤での減衰定数 5%の絶対加

速度応答スペクトル（以下、単に加速度応答スペクトルと称する）を検討対象とする。具体的に

は、影響度の高い地震が異なる複数の評価地点を選定し、各評価地点における周期ごとのハザー

ドカーブに加えて、一様ハザードスペクトル、ハザードの再分解による地震タイプごとの影響度

などの情報も含めている。ただし、面的な評価は今後の課題である。なお、地表面における応答

スペクトルを求める場合には、工学的基盤から地表面に至る表層地盤の増幅効果を考慮する必要

がある。 

 

 

図 1-1 応答スペクトルの模式図 

 

図 1-2 高層建物の固有周期と建物高さ・階数との関係。

「長周期地震動評価 2016 年試作版」（地震調査研究推

進本部地震調査委員会、2016）より抜粋。 
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２．応答スペクトルに関する地震動ハザード評価の基本的な考え方 

 

2.1 応答スペクトルに関する地震動ハザード評価の位置づけ 

 

従来、地震調査研究推進本部で作成してきた「地震動予測地図」には、「全国地震動予測地図」

及び「長周期地震動予測地図（試作版）」があり、「全国地震動予測地図」は、さらに「確率論的地

震動予測地図」及び「震源断層を特定した地震動予測地図（シナリオ地震動予測地図）」で構成

される。各地震動予測地図の種類と用途について、表 2.1-1 に示す。 

 

表 2.1-1 地震調査研究推進本部で作成してきた地震動予測地図の種類と用途 

地震動予測地図 用途 

全国地震動予測地図 

確率論的地震動予測地図 
リスク評価等のための基礎資料、耐震対策

の計画など 

シナリオ地震動予測地図 
特定の地震を想定した強震動の予測、 

耐震対策の計画など 

長周期地震動予測地図（試作版） 
長い固有周期を持つ建造物を対象とした耐

震・制震・免震対策など 

 

上記のうち、確率論的地震動予測地図は、地震発生の長期的な確率評価と地震動の評価とを組

み合わせたものである。現時点で考慮し得る全ての地震の位置・規模・確率に基づき各地点（地

表）がどの程度の確率でどの程度揺れるのかをまとめて計算し、その分布を地図上に示している。

具体的には、多種・多数の地震の発生をモデル化した上で、地震動予測式（地震動強さの距離減

衰式）を用いて工学的基盤の地震動最大速度を求め、表層地盤増幅率を乗じて地表の地震動最大

速度を求め、経験式を用いた変換により地表の震度を求めている（簡便法）。ただし、ここでの

揺れの評価は（最大速度から算出される）震度で示しており、周期による地震応答値の違いは考

慮されていない。 

一方、シナリオ地震動予測地図及び長周期地震動予測地図（試作版）は、特定の地震に対して、

ある想定されたシナリオに対する詳細な強震動評価に基づき作成されたものである。これらの作

成においては、精緻なモデルに基づく詳細な手法（詳細法）で強震動評価を行っており、特定の

条件の下により精緻な震源モデルと地下構造モデルを用いて、災害発生への影響が大きいと考え

られる周波数帯域をカバーした地震波形を予測することが可能である。ただし、特定の地震を対

象とした地震動の予測であるため、発生時期の異なる複数の地震を考慮した地震応答振幅の確率

評価などへの適用は難しい。また、震源断層を予め特定しにくい地震など、震源断層モデルの想

定が難しい地震に対して、シナリオ地震動予測への適用が困難である。 

ここで新たに検討する応答スペクトルに関する地震動ハザード評価は、今後の一定期間内に強

い揺れに見舞われる可能性を、工学的基盤における地震動の応答スペクトルの観点から示したも

のである。ただし、地震動評価においては、従来の簡便法で用いてきた最大速度に関する地震動

予測式ではなく、加速度応答スペクトルに関する地震動予測式を用いる。従って、加速度応答ス
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ペクトルに関する地震動予測式を用いることにより、複数の固有周期を考慮した地震応答振幅の

確率評価を行うことが可能となる。すなわち、本試作版は確率論的な評価手法を用いた、工学的

基盤における地震動の応答スペクトルについての評価であるといえる。地震動の評価手法及び評

価対象に対する本試作版の位置づけを表 2.1-2 に示す。 

 

表 2.1-2 地震動の評価手法及び評価対象に対する本試作版の位置づけ 

地震動の評価手法 

地震動の評価対象 

地表の震度 
工学的基盤における 

地震動の応答スペクトル 

確率論的評価 確率論的地震動予測地図 本試作版 

決定論的評価 シナリオ地震動予測地図 長周期地震動予測地図（試作版） 

 

「確率論的地震動予測」に相当する手法の工学的利用の例として、米国地質調査所（United States 

Geological Survey, USGS）の全国地震ハザード地図プロジェクト（USGS National Seismic Hazard 

Mapping Project）が挙げられる。このプロジェクトは 1990 年代に開始され、1996 年に米国本土を、

1997 年にアラスカ・ハワイを対象として、「確率論的地震動予測」に相当する手法に基づいた地震

動予測地図が公表されている。この地震動予測では、今後 50 年間での超過確率 2%、5%、10%に

対応する岩盤での最大加速度、及び周期 0.2 秒、0.3 秒、1.0 秒の加速度応答スペクトルが公表され

ている。 

上記の USGS が作成した地震ハザード地図の成果は、米国での耐震設計等に用いられる

Maximum Considered Earthquake Ground Motion Map（MCE 地震動マップ）として、米国土木学会

（American Society of Civil Engineers; ASCE）の ASCE 7 standard の Minimum Design Loads and 

Associated Criteria for Buildings and Other Structures に取り入れられ、全米共通の建築基準である 

International Building Code（IBC）はこれに基づいている。これらは定期的に改訂されている。米国

など海外において「確率論的地震動予測」が利活用されていることと同様に、我が国でも応答ス

ペクトルに関する地震動ハザード評価結果の工学的な利活用が進むことが期待される。 

 

2.2 応答スペクトルに関する地震動ハザード評価の基本的な考え方 

 

全国地震動予測地図（例えば、地震調査研究推進本部地震調査委員会、2021）の確率論的地震

動予測地図では、各評価地点での確率論的地震動ハザード評価を図 2.2-1 に示す手順で作成してい

る。最初に対象とする地震を想定し、それぞれの地震の場所、マグニチュード、発生確率（頻度）

を長期評価結果に基づいて設定する。それぞれの地震に対し、最大速度の地震動予測式に基づい

てある地点における地震動の強さとそれを特定の期間内に超える確率の関係、すなわち、ハザー

ドカーブの評価を行う。これらの結果を全ての地震について足し合わせることで、各地点での地

震動ハザードカーブが評価される。この評価手法の詳細は、全国地震動予測地図 2020 年度版の

「地震動予測地図の手引編・解説編」や「作成条件・計算結果編」、全国地震動予測地図 2014 年
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版（地震調査研究推進本部地震調査委員会、2014）の付録１などを参照されたい。 

本試作版で検討する「応答スペクトルに関する地震動ハザード評価」では、上記の最大速度の

地震動予測式の代わりに、周期ごとの加速度応答スペクトルに関する地震動予測式を使用するこ

とで、各地点の工学的基盤での応答スペクトルについての地震動ハザードカーブの評価を行う（図

2.2-2 参照）。地震活動のモデル化については全国地震動予測地図 2020 年度版の「確率論的地震動

予測地図」と同一の設定である。この概要については本試作版の付録１を参照されたい。なお、

本試作版では、地表ではなく工学的基盤上における応答スペクトルについて試算した。Uniform 

California Earthquake Rupture Forecast, Version 3 (UCERF3) 1 や Senior Seismic Hazard Analysis 

Committee (SSHAC)2では、ロジックツリーに複数の地震動予測式を取り込み、各々の式の重みを

設定することにより認識論的不確定性を考慮している。ここでは試作版であることを考慮して、

一つの地震動予測式のみを選定して地震動ハザード評価に用いることとした。複数の地震動予測

式に基づく地震動ハザード評価は、今後の検討課題と位置付けている。 

 この結果を用いて、一様ハザードスペクトルの試算も行う。一様ハザードスペクトルとは、周

期ごとの応答スペクトルに関する地震動ハザードカーブに基づき、同一の超過確率となる応答ス

ペクトルの値を、周期を横軸としてつないだものである（図 2.2-3）。全周期において同じ超過確率

となる地震動を表現したものであり、種々の地震の影響が周期ごとに異なる度合いで統合されて

いる。  

 
1 米国カリフォルニア州を対象とした総合的な地震発生予測モデルであり、米国地質調査所（United States 

Geological Survey, USGS）、南カリフォルニア地震センター（Southern California Earthquake Center）、カリフ

ォルニア州立地質調査所（California Geological Survey）により研究が進められている。2014 年に発行された第

３版が最新である。 
2 確率論的な地震動評価で必要となる認識論的不確定性について、その検討内容や検討手順を検討するために米

国に設置された委員会であり、その検討結果が SSHAC ガイドラインとして制定されている。 
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図 2.2-1 全国地震動予測地図 2020 年度版における確率論的地震動ハザード評価の手順  
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図 2.2-2 本試作版における応答スペクトルに関する地震動ハザード評価の手順 

 

評価地点周辺の地震関連情報の収集・分析 

図 2.2-1の確率論的地震動ハザード評価における地震活動のモデル化と同じ 

地震活動のモデル化 

各地点の地震動ハザード評価 

地震発生時の強震動予測 

地震動予測式の整理と選定 

・工学的基盤上の加速度応答スペクトル（減衰定数 5%、地表では計算しない） 

・計算周期（0.1秒、0.2秒、0.3秒、0.5秒、1.0秒、2.0秒、3.0秒、5.0秒の８ポイント) 

・周期ごとの地震動ハザードカーブ（周期 0.1秒、0.5秒、1.0秒、5.0秒） 

・一様ハザードスペクトル（50年超過確率 39%、10%、5%、2%） 

・ハザードの再分解による地震タイプごとの影響度 

 

・計算周期（0.1秒、0.2秒、0.3秒、0.5秒、1.0秒、2.0秒、3.0秒、5.0秒の８ポイン

ト) 

周期ごとの地震動ハザードカーブ 

一様ハザードスペクトル 
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図 2.2-3 一様ハザードスペクトルの模式図  
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３．応答スペクトルに関する地震動予測式の整理と選定 

 

 近年の応答スペクトルに関する地震動予測式を整理し、本試作版の地震動ハザード評価に用い

る地震動予測式を選定した。本章では特に断りのない限り、応答スペクトルに関する地震動予測

式を単に地震動予測式と称することとする。なお、以下で設定した地震動予測式の選定条件は、

地震動ハザード評価に用いる観点から定めた条件であり、選定結果が地震動予測式の優劣を表し

ているわけではない。 

 

3.1 近年における応答スペクトルに関する地震動予測式の整理 

 

Douglas（2019）による世界中の地震動予測式のリストによれば、応答スペクトルを指標とする

地震動予測式は 280 ほど提案されている。 

我が国の地震動ハザード評価を検討するにあたって、より適切な地震動予測式であると考えら

れるのは、国立研究開発法人防災科学技術研究所が 1996 年（平成８年）６月から運用を開始した

K-NET をはじめとする高密度な強震観測網が国内に整備された以降の、多数の高精度な日本国内

の強震動記録を地震動予測式作成の際に用いている式である。さらに、「確率論的地震動予測地図」

において、海溝型地震による地震動ハザードが大きくなる地域が多いことを考慮すると、K-NET

設置後に初めて発生した海溝型の巨大地震である、2003 年十勝沖地震の強震動記録を用いている

式であることが望ましい。また、地震動予測式の中には、特定地点が対象にされている式もある

が、全国を対象とした応答スペクトルの地震動ハザードを検討するにあたっては、日本国内での

汎用性を前提として作成されているものが適切である。以上を踏まえ本試作版で用いる地震動予

測式を以下の条件で整理した。 

 

【本試作版で用いる地震動予測式の条件】 

・主に日本の観測記録を用いている。 

・K-NET 設置後に初めて発生した海溝型巨大地震である、2003 年十勝沖地震による強震動記

録を含む。 

・少なくとも周期 0.1～1.0 秒が含まれる。 

・特定の地震あるいは観測点のみを対象としていない。 

・査読付き論文として発表されている（期間は当該部分を調査した 2016 年末までとする）。 

 

これらの条件により、以下の 10 組の地震動予測式が抽出された。 

・【KN06】： Kanno et al. (2006) 

・【ZZ06】： Zhao et al. (2006) 

・【UM06】： 内山・翠川（2006） 

・【KS06】： 片岡・他（2006） 

・【S_08】： 佐藤（2008, 2010） 

・【GA09】： Goda and Atkinson (2009) 

・【MF13】： Morikawa and Fujiwara (2013) 
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・【ZZ15】： Zhao et al. (2015) 

・【SI16】： 佐々木・伊藤（2016） 

・【ZZ16】： Zhao, Liang et al. (2016a), Zhao, Jiang et al. (2016b), Zhao, Zhou et al. (2016c) 

 

ここで、【S_08】及び【ZZ16】については複数の論文を記載しているが、それぞれ筆頭著者が同

じでありデータの処理方法などが統一されているという点において、組み合わせて用いることが

できるものとして扱う。各地震動予測式に用いたデータ及び予測結果と観測データとの対数標準

偏差の比較を図 3.1-1 に示す。 
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黒：全データ、赤：地殻内地震、青：海溝型地震 

図 3.1-1 各地震動予測式に用いたデータ及び予測結果と観測データとの対数標準偏差の比較。地

震数について、【ZZ06】では総数（269）の記載はあるものの、図表等からその内訳を把握するこ

とができなかったため、白抜きで示した。  
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3.2 地震動予測式の選定 

 

 3.1節では本試作版で用いる応答スペクトルに関する地震動予測式の条件を設定し、計 10 式を

抽出した。本節では地震動ハザードを評価することを前提として新たに３条件を設定し、地震動

予測式の絞り込みを行った。絞り込んだ地震動予測式について、特定の地震規模 M、震源深さ H、

断層からの最短距離（断層最短距離）X の条件下での応答スペクトルの振幅や距離減衰特性を比

較した。さらに、地震動予測式の構築に用いていない近年の地震について、観測記録の説明性を

比較した。 

 

3.2.1 地震動ハザード評価を前提とした地震動予測式の選定条件 

 

日本全国を対象とした地震動ハザード評価を行う上で、全国地震動予測地図 2020 年版の地震活

動モデルなどを用いる場合、使用する地震動予測式は以下の条件を満たすことが望ましいと考え

られる。 

 

①  マグニチュード（M）9 クラスまで適用可能 

南海トラフ沿いで発生する大地震や日本海溝沿いの超巨大地震（東北地方太平洋沖型）とい

った M9 クラスの地震まで対応する必要がある。M9 クラスの地震の記録が使われている式とし

ては以下の４式が該当する。 

【MF13】、【ZZ15】、【SI16】、【ZZ16】 

ただし、M9 クラスの地震は平成 23 年東北地方太平洋沖地震のみであり、M8 以上の地震の

数はいずれの式においても 10 未満で少ないため、不確定性が大きい点に留意する必要がある。 

 

②  地震タイプ別の適用が可能 

全国地震動予測地図の地震活動モデルは、活断層などの浅い地震や海溝型地震ごとにモデル

化されている。また、内陸地殻内地震や海溝型地震のプレート間地震、プレート内地震などは、

それぞれ短周期地震動の励起特性などが異なるため、地震動予測式は地震タイプの違いが考慮

できることが望ましく、【ZZ06】、【KS06】、【S_08】、【MF13】、【ZZ15】、【SI16】、【ZZ16】の７式

が該当する。 

 

③  前弧域と背弧域での減衰特性の違いを考慮可能 

震源が深い地震については、火山フロントの前弧側と背弧側で地震動の減衰特性が異なる傾

向があり、この点も考慮できる式が望ましい。該当するのは以下の５式である。 

【KN06】、【GA09】、【MF13】、【ZZ15】、【ZZ16】 

 

地震動予測式の選定条件と選定結果を表 3.2-1 に示す。3.1 節で抽出した 10 組の地震動予測式

のうち、これらの条件を満たす式は【MF13】、【ZZ15】 及び【ZZ16】であった。なお、【ZZ15】

と【ZZ16】の選定条件への対応度合いは同一であるが、【ZZ15】の論文の目的は地震動予測式の構

築ではなく、地震動予測式を介して内陸地殻内、プレート間、プレート内などの地震の分類法を
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提案することにある。実際、【ZZ15】の地震分類法に基づいてデータセットが上記３タイプの地震

に分けられ、各々の地震タイプについて個別の地震動予測式が【ZZ16】にて提案されている。以

上より、【ZZ15】を選定対象から除外し、【MF13】及び【ZZ16】を選定した。なお、調査対象文献

を 2017 年以降に拡張したところ、3.1 節の５つの条件を満たす文献は３件該当したが、上記①～

③を満たす新たな文献は抽出されなかった（2021 年９月時点）。 

選定された【MF13】及び【ZZ16】について、対象とする地震動強さや、震源特性・伝播経路・

サイト特性のモデル化に関する比較を表 3.2-2 に示す。モデル化が大きく異なる部分は３項目あ

る。１項目目は前弧域と背弧域での減衰特性の違いの考慮の仕方であり、【MF13】は火山フロン

トからの距離 Xvf を、【ZZ16】は火山帯を通過する距離 Xv を用いている。２項目目は浅部地盤に

よるサイト特性の考慮の仕方であり、【MF13】は地表から 30mの平均 S波速度（AVS30）を、【ZZ16】

は地盤種別（I 種から IV 種）を用いている。３項目目は深部地盤によるサイト特性の考慮の仕方

であり、【MF13】は Vs≧1400m/s となる層の上面深度を用いているが、【ZZ16】は深部地盤による

地盤増幅特性に関するパラメータを設定していない。 

 

表 3.2-1 地震動予測式の選定条件と選定結果 

予測式 

選定条件と選定結果*1 

①M9 まで適用 ②地震タイプ考慮 

③前弧域と背弧域

での減衰特性の違

いを考慮 

KN06 - △ ○ 

ZZ06 - ○ - 

UM06 - △ - 

KS06 - ○ - 

S_08 - ○ - 

GA09 - △ ○ 

MF13 ○ ○ ○ 

ZZ15*2 ○ ○ ○ 

SI16 ○ ○ - 

ZZ16 ○ ○ ○ 

*1 ○：条件に該当する。△：地震タイプ分類ではないが、震源深さ 30km を境にデータを２つに分け、

各々予測式を推定している。 

*2 ZZ15 の内容は【ZZ16】に包含される。  
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表 3.2-2 Morikawa and Fujiwara (2013) と Zhao et al. (2016a, b, c) の比較 
 

Morikawa and Fujiwara (2013) 

【MF13】 

Zhao et al. (2016a, b, c) 

【ZZ16】 

地震動強さ 
水平２成分の時刻歴応答のベクト

ル和 
水平２成分の最大応答の幾何平均 

震源 

特性 

Mw と地震動強さの

関係 

２次関数（Model 1）とバイリニア

型（Model 2）でのモデル化*1 

※本試作版では Model 1 を採用 

バイリニア型でのモデル化（プレ

ート内は２次関数も併用） 

地震タイプ 地殻内、プレート間、プレート内 
地殻内、プレート間、プレート内 

（別々の文献で提案されている） 

フィリピン海プレー

トのプレート内地震

の補正項 

地震動強さの震源深さ依存性やプ

レートの違いを考慮するため森

川・藤原（2015）で提案*2 

－ 

減衰 

特性 

式の特徴 

【ZZ16】に比べて減衰特性に関す

る項及び係数が少ない、ややシン

プルなモデル式*3 

【MF13】に比べて減衰特性に関す

る項及び係数が多い、やや複雑な

モデル式*3 

前弧域と背弧域での

減衰特性の違いの考

慮の仕方 

火山フロント（藤原・他、2015）

からの距離と震源深さ（震源深さ

30km 以深の地震に適用） 

火山帯を通過する距離 

※論文に倣い下限値 12km、上限値

80km 

サイト 

特性 

浅部地盤 
地表から 30m の平均 S 波速度

（AVS30） 

SCⅠ: AVS30 > 600m/s 

SCⅡ: AVS30 = 300～600m/s 

SCⅢ: AVS30 = 200～300m/s 

SCⅣ: AVS30 < 200m/s 

浅部地盤の非線形性 － 

基盤での推定値を入力に浅部地盤

の非線形性を考慮 

※本試作版では考慮しない 

深部地盤 
VS≧1400m/s となる層の上面深度

（D1400） 
－ 

*1 Morikawa and Fujiwara (2013) では、Model 1 の標準偏差は Model 2 の標準偏差よりもわずかに小さ

いと述べている。また、地盤や前弧域／背弧域の減衰特性に関する補正項は、Model 1 による残差

データ（Model 1 に基づく予測値と観測値の残差）を用いた場合のみ提案している。 

*2 森川・藤原（2015）では、フィリピン海プレートのプレート内地震に対して、特に短周期成分（周

期 0.5 秒程度以下）の予測値が過大評価となっている傾向が見られたことから追加補正項を提案し

ている。詳細については 4.2 節を参照されたい。 

*3 本試作版の付録２において、【MF13】を式(1)～(4)、【ZZ16】を式(5)～(7)で示した。 
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3.2.2 選定した地震動予測式の比較 

 

 前項で選定した地震動予測式【MF13】と【ZZ16】について、表 3.2-3 に示す様々な地震タイプ

や発生位置を想定した条件で比較した。【ZZ16】の地震動予測式に含まれる火山帯を通過する距

離 Xv (km) は観測点位置と地震発生位置により決まるが、本項の比較では、最小の 12km とした

場合と最大の 80km とした場合の２通りを考慮した。表 3.2-3 に示す条件に対し、横軸を周期 T (s)

とした減衰定数 5%の加速度応答スペクトルの比較、及び横軸を断層最短距離 X (km) とした各周

期の応答スペクトルの距離減衰特性の比較を以後に示す。なお応答スペクトルの図は、本検討で

試算する８つの周期ポイント（0.1 秒、0.2 秒、0.3 秒、0.5 秒、1.0 秒、2.0 秒、3.0 秒、5.0 秒）の

値を図上にて直線で結んでいる。浅部地盤については工学的基盤上の地盤条件とし、【MF13】は

AVS30=400m/s、【ZZ16】は地盤種別Ⅰ（片岡・他、2006）で評価している。 

応答スペクトルの比較においては、地震動ハザード評価結果に影響が大きい比較的近距離の地

震を考慮した。その結果、いずれも X<80km が対象となることから、【ZZ16】では Xv=12km の場

合のみを示し、距離減衰特性の比較における X>80km についてのみ【ZZ16】の Xv=80km の場合を

示す。フィリピン海プレート内の地震を想定した比較については、関東地方、特に南関東に対す

る影響が大きい相模トラフ沿いの地震を対象としたものと、それ以外の地域を対象としたものを

想定しそれぞれ比較する。 

 

表 3.2-3 地震動予測式【MF13】と【ZZ16】の比較条件 

地震タイプ 地殻内 プレート間 プレート間 プレート内 プレート内 プレート内 

震源深さ H=10km H=50km H=20km H=60km H=25km H=30km 

Mw 5.5, 6.5, 7.5 6.0,7.0, 8.0 6.0, 7.0, 8.0 6.0, 7.0, 8.0 6.0, 7.3 6.0, 7.0, 8.0 

断層最短距離*1 X=5km X=50km X=20km X=60km X=20km X=30km 

距離減衰 2km～ 50km～ 20km～ 60km～ 20km～ 30km～ 

【MF13】 地殻内 
プレート間 

Xvf =0km 
プレート間 

プレート内 

Xvf =±50km 

プレート内

＋追加補正*2 

プレート内

＋追加補正*2 

【ZZ16】 地殻内 
プレート間

（深い） 

プレート間

（浅い） 
プレート内 プレート内 プレート内 

備考*3 
【ZZ16】は

横ずれ 
PAC PHL PAC 

PHL 

（南関東） 
PHL 

*1 応答スペクトル図の比較を行う断層最短距離である。 

*2 森川・藤原（2015）による、フィリピン海プレートのプレート内地震に対する追加補正項を適用し

た。詳細については 4.2 節を参照されたい。 

*3 PAC：太平洋プレートの地震を想定した。PHL：フィリピン海プレートの地震を想定した。  
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(1) 地殻内地震 

 地殻内地震を対象とし、震源深さを 10km、Mw を 5.5、6.5、7.5 とした場合の断層最短距離 X=5km

における加速度応答スペクトルの【MF13】と【ZZ16】の比較を図 3.2-1 に示す。周期 0.1 秒、1.0

秒、5.0 秒の加速度応答スペクトルの距離減衰特性の比較を図 3.2-2 に示す。【ZZ16】は断層タイ

プの区別が可能であり、ここでは横ずれ断層による予測値を示す。なお、【MF13】は断層タイプ

の区別はない。【MF13】は Xvf=0km、【ZZ16】は Xv の下限の 12km 及び上限の 80km による予測

値を示した。 

 

〇断層最短距離 X=5km における加速度応答スペクトルの特徴 

 周期 0.1 秒では地震規模によらず【MF13】より【ZZ16】が大きくなる。 

 周期 0.2 秒では地震規模によらず【MF13】と【ZZ16】がほぼ等しくなる。 

 周期 0.3 秒以上では、Mw5.5 の場合は【MF13】と【ZZ16】がほぼ等しいが、地震規模が大き

くなるほど【MF13】が【ZZ16】より大きくなり、周期 1.0～3.0 秒付近で顕著となる。 

 

〇距離減衰特性 

 左列の周期 0.1 秒では、X が約 50km 以内の場合は【MF13】の距離減衰が【ZZ16】より小さ

いものの、それより遠くなると【MF13】の距離減衰が大きい。【MF13】では X≦10km にお

ける振幅の頭打ちが強く、【ZZ16】よりも小さくなる一方、10～100km では地震規模が大き

くなるほど【MF13】の振幅が大きくなる。 

 中列の周期 1.0 秒では全体的に【MF13】が【ZZ16】より振幅が大きい。X が 20～100km にお

いて【ZZ16】の距離減衰が大きいこともあり、この距離範囲において両者の差が大きくなっ

ている。この傾向は地震規模が大きくなるほど顕著となる。 

 右列の周期 5.0秒も周期 1.0秒と似た傾向が見られるが、両者の差は周期1.0秒よりも小さい。 

 【ZZ16】における Xv=12km と Xv=80km の違いは周期 0.1 秒で見られるが、周期 5.0 秒では両

者はほぼ重なっている。 

 

 

図 3.2-1 地震動予測式による加速度応答スペクトルの比較。地殻内地震を対象。左列は Mw5.5、

中列は Mw6.5、右列は Mw7.5 を示す。  
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図 3.2-2 地震動予測式の距離減衰特性の比較。地殻内地震を対象。上段は Mw5.5、中段は Mw6.5、

下段は Mw7.5 を示す。また、左列は周期 0.1 秒、中列は周期 1.0 秒、右列は周期 5.0 秒を示す。  
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(2) 深さ 50km のプレート間地震（太平洋プレートの地震を想定） 

 太平洋プレートのプレート間地震を対象とし、震源深さを 50km、Mw を 6.0、7.0、8.0 とした場

合の断層最短距離 X=50km における加速度応答スペクトルの比較を図 3.2-3 に示す。周期 0.1 秒、

1.0 秒、5.0 秒の加速度応答スペクトルの距離減衰特性の比較を図 3.2-4 に示す。 

 

〇断層最短距離 X=50km における加速度応答スペクトルの特徴 

 周期 0.1 秒では地震規模によらず【ZZ16】の方がわずかながら大きくなっている。 

 周期 0.2～3.0 秒では、地震規模が大きくなるほど【MF13】が【ZZ16】より大きくなり、そ

の傾向は周期 0.3～1.0 秒で顕著になる。 

 周期 5.0 秒では地震規模によらず【MF13】と【ZZ16】はほぼ等しい。 

 

〇距離減衰特性 

 左列の周期 0.1 秒では、【MF13】の距離に対する減衰が大きく、X が 100km 以内では【ZZ16】

の Xv=12km と同程度であるが、X が大きくなるにつれて【ZZ16】の Xv=80km に近づく。 

 中列の周期 1.0 秒では全体的に【MF13】が【ZZ16】より大きく、特に Mw8.0 では両者の差

が顕著に大きくなっている。ただし、距離に対する減衰特性は両者に顕著な違いはない。 

 右列の周期 5.0 秒では【MF13】と【ZZ16】はほぼ等しい、または【MF13】の方がやや大き

い傾向がある。 

 【ZZ16】における Xv=12km と Xv=80km の違いは周期 0.1 秒で顕著であり、両者の違いは

地殻内地震での違いよりも大きくなっているが、周期 5.0 秒では両者はほぼ重なっている。 

 

 

図 3.2-3 地震動予測式による加速度応答スペクトルの比較。太平洋プレートのプレート間地震を

想定。左列は Mw6.0、中列は Mw7.0、右列は Mw8.0 を示す。  
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図 3.2-4 地震動予測式の距離減衰特性の比較。太平洋プレートのプレート間地震を想定。上段は

Mw6.0、中段は Mw7.0、下段は Mw8.0 を示す。また、左列は周期 0.1 秒、中列は周期 1.0 秒、右

列は周期 5.0 秒を示す。 
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(3) 深さ 20km のプレート間地震（フィリピン海プレートの地震を想定） 

 フィリピン海プレートのプレート間地震を想定し、震源深さを 20km、Mw を 6.0、7.0、8.0 とし

た場合の断層最短距離 X=20km における加速度応答スペクトルの比較を図 3.2-5 に示す。周期 0.1

秒、1.0 秒、5.0 秒の加速度応答スペクトルの距離減衰特性の比較を図 3.2-6 に示す。 

 

〇断層最短距離 X=20km における加速度応答スペクトルの特徴 

 周期 0.1～0.2 秒では地震規模が大きくなるほど【MF13】より【ZZ16】が大きくなり、周期

0.1 秒で顕著となっている。 

 周期 0.3～3.0 秒では、Mw6.0 と Mw7.0 の場合の【MF13】と【ZZ16】はほぼ等しいが、Mw8.0

では【MF13】が【ZZ16】より大きくなっている。 

 周期 5.0 秒では地震規模によらず【MF13】と【ZZ16】がほぼ等しくなっている。 

 

〇距離減衰特性 

 左列の周期 0.1 秒では【MF13】の近距離における振幅の頭打ちが強く、【MF13】より【ZZ16】

が大きくなる傾向があり、規模が大きくなるほど差が拡がっている。また、差が明瞭になる

距離範囲も Mw6.0 では 30km 以内だが、Mw8.0 では 50km 以内と拡がっている。 

 中列の周期 1.0 秒では地震規模が大きくなるほど【MF13】が【ZZ16】より大きくなっている。

なお、X が 100km 以遠での距離減衰は【ZZ16】の方が大きい。 

 右列の周期 5.0 秒では【ZZ16】より【MF13】の方がやや大きい。 

 【ZZ16】における Xv=12km と Xv=80km の違いは太平洋プレートのプレート間地震を想定し

た図 3.2-4 と同様の傾向である。 

 

 

図 3.2-5 地震動予測式による加速度応答スペクトルの比較。フィリピン海プレートのプレート間

地震を想定。左列は Mw6.0、中列は Mw7.0、右列は Mw8.0 を示す。  
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図 3.2-6 地震動予測式の距離減衰特性の比較。フィリピン海プレートのプレート間地震を想定。

上段は Mw6.0、中段は Mw7.0、下段は Mw8.0 を示す。また、左列は周期 0.1 秒、中列は周期 1.0

秒、右列は周期 5.0 秒を示す。 
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(4) 深さ 60km のプレート内地震（太平洋プレートの地震を想定） 

 太平洋プレートのプレート内地震を想定し、震源深さを 60km、Mw を 6.0、7.0、8.0 とした場合

の断層最短距離 X=60km における加速度応答スペクトルの比較を図 3.2-7 に示す。【MF13】につい

ては前弧側（Xvf=50km）を上段に、背弧側（Xvf=-50km）を下段に示す。周期 0.1 秒、1.0 秒、5.0

秒の加速度応答スペクトルの距離減衰特性の比較を図 3.2-8 及び図 3.2-9 に示す。 

 

〇断層最短距離 X=60km における加速度応答スペクトルの特徴 

 上段に示す前弧側（Xvf=50km）では、Mw6.0 と Mw7.0 では周期 1.0 秒程度以下、Mw8.0 で

は周期 5.0 秒以下で【MF13】が【ZZ16】より大きくなっている。 

 下段に示す背弧側（Xvf=-50km）では【MF13】と【ZZ16】はほぼ等しくなっている。 

 

〇距離減衰特性 

 前弧側（Xvf=50km）では、周期 0.1 秒の【MF13】は【ZZ16】（Xv=12km）より近距離側で大

きくなっている。周期 1.0 秒は【MF13】が【ZZ16】より大きい。周期 5.0 秒の Mw6.0 と

Mw8.0 は【MF13】と【ZZ16】はほぼ等しいが、Mw7.0 では【ZZ16】が【MF13】より大き

い。 

 背弧側（Xvf=-50km）では周期 0.1 秒の 100km 以遠、周期 1.0 秒の Mw8.0、周期 5.0 秒の

Mw7.0 以外は【MF13】と【ZZ16】（Xv=12km）はほぼ等しく、前弧側（Xvf=50km）ほど両

者の差が見られない。 

 【ZZ16】における Xv=12km と Xv=80kmの違いは太平洋プレートのプレート間地震の図 3.2-

4 と同様の傾向である。  
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図 3.2-7 地震動予測式による加速度応答スペクトルの比較。太平洋プレートのプレート内地震を

想定。【MF13】について、上段は前弧側（Xvf=50km）、下段は背弧側（Xvf=-50km）を示す。また、

左列は Mw6.0、中列は Mw7.0、右列は Mw8.0 を示す。  
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図 3.2-8 地震動予測式の距離減衰特性の比較。太平洋プレートのプレート内地震を想定。【MF13】

は前弧側（Xvf=50km）。上段は Mw6.0、中段は Mw7.0、下段は Mw8.0 を示す。また、左列は周期

0.1 秒、中列は周期 1.0 秒、右列は周期 5.0 秒を示す。 
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図 3.2-9 地震動予測式の距離減衰特性の比較。太平洋プレートのプレート内地震を想定。【MF13】

は背弧側（Xvf=-50km）。上段は Mw6.0、中段は Mw7.0、下段は Mw8.0 を示す。また、左列は周期

0.1 秒、中列は周期 1.0 秒、右列は周期 5.0 秒を示す。 
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(5) 深さ 25km のプレート内地震（南関東のフィリピン海プレートの地震を想定） 

 南関東のフィリピン海プレートのプレート内地震を想定し、震源深さを 25km、Mw を 6.0、7.3

とした場合の断層最短距離 X=20km における加速度応答スペクトルの比較を図 3.2-10 に示す。周

期 0.1 秒、1.0 秒、5.0 秒の加速度応答スペクトルの距離減衰特性の比較を図 3.2-11 に示す。 

 

〇断層最短距離 X=20km における加速度応答スペクトルの特徴 

 周期 1.0 秒以下では【MF13】と【ZZ16】はほぼ等しい。Mw6.0 では周期 1.0 秒程度以上に

なると【ZZ16】が【MF13】よりやや大きくなっている。 

 

〇距離減衰特性 

 左列の周期 0.1 秒では【MF13】の距離減衰が【ZZ16】より大きいが、振幅は概ね一致して

いる。 

 中列の周期 1.0 秒では【MF13】が【ZZ16】よりやや大きい傾向にある。 

 右列の周期 5.0 秒の Mw6.0 では比較的近距離で【ZZ16】が【MF13】より大きな振幅となっ

ている。Mw7.3 では距離によらず【ZZ16】が【MF13】より大きくなっている。 

 【ZZ16】における Xv=12km と Xv=80kmの違いは太平洋プレートのプレート間地震の図 3.2-

4 と同様の傾向である。 

 

 

図 3.2-10 地震動予測式による加速度応答スペクトルの比較。南関東のフィリピン海プレートのプレ

ート内地震を想定。左列は Mw6.0、右列は Mw7.3 を示す。 
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図 3.2-11 地震動予測式の距離減衰特性の比較。南関東のフィリピン海プレートのプレート内地

震を想定。上段は Mw6.0、下段は Mw7.3 を示す。また、左列は周期 0.1 秒、中列は周期 1.0 秒、

右列は周期 5.0 秒を示す。  
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(6) 深さ 30km のプレート内地震（南海トラフから南西諸島にかけてのフィリピン海プレートの

地震を想定） 

 南海トラフから南西諸島にかけてのフィリピン海プレートのプレート内地震を想定し、震源深

さを 30km、Mw を 6.0、7.0、8.0 とした場合の断層最短距離 X=30km における加速度応答スペクト

ルの比較を図 3.2-12 に示す。周期 0.1 秒、1.0 秒、5.0 秒の加速度応答スペクトルの距離減衰特性

の比較を図 3.2-13 に示す。 

 

〇断層最短距離 X=30km における加速度応答スペクトルの特徴 

 Mw6.0 及び Mw7.0 の周期 1.0 秒以下は【MF13】が【ZZ16】よりやや大きいが、周期 1.0 秒

以上は逆の傾向を示している。 

 Mw8.0 の周期 0.5～3.0 秒の【MF13】は【ZZ16】より大きくなるが、周期 5.0 秒では逆の傾

向を示している。 

 

〇距離減衰特性 

 左列の周期 0.1 秒の 100km 程度以遠では【MF13】の距離減衰が【ZZ16】より大きいが、振

幅は概ね対応している。 

 中列の周期 1.0 秒では【MF13】が【ZZ16】よりやや大きい傾向にある。 

 右列の周期 5.0 秒の Mw6.0 と Mw8.0 では比較的近距離で【ZZ16】が【MF13】より大きな

振幅となっている。Mw7.0 では距離によらず【ZZ16】が【MF13】より大きくなっている。 

 【ZZ16】における Xv=12km と Xv=80kmの違いは太平洋プレートのプレート間地震の図 3.2-

4 と同様の傾向である。 

 

 

図 3.2-12 地震動予測式による加速度応答スペクトルの比較。南海トラフから南西諸島にかけて

のフィリピン海プレートのプレート内地震を想定。左列は Mw6.0、中列は Mw7.0、右列は Mw8.0

を示す。  
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図 3.2-13 地震動予測式の距離減衰特性の比較。南海トラフから南西諸島にかけてのフィリピン

海プレートのプレート内地震を想定。上段は Mw6.0、中段は Mw7.0、下段は Mw8.0 を示す。また、

左列は周期 0.1 秒、中列は周期 1.0 秒、右列は周期 5.0 秒を示す。  
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3.2.3 地震動予測式による応答スペクトルの予測値と観測値の比較 

 

 【MF13】と【ZZ16】の構築に使用されていない 2013 年以降の計 23 地震（Mw5.5～7.1）を対象

とし、地震動予測式による応答スペクトルの予測値と観測値の残差を検討した。用いた地震の震

央位置を震源メカニズムと共に図 3.2-14 に示す。検討に用いた記録は K-NET 及び KiK-net の地表

観測記録の内、以下の条件を満たす記録を対象とした。 

 PS 検層結果より翠川・野木（2015）の方法で AVS30 の算出が可能な観測点の記録 

 断層最短距離が 200km 以内の観測点の記録 

 波形のペーストアップの確認より S 波主要動が含まれている記録 

上記３条件を満たす 4488 記録に対し、周期 0.1～5.0 秒について、下式より残差 RMS を評価した

結果を図 3.2-15 に示す。 

 ....................................................................................(1) 

周期 1.0 秒程度より短周期側における残差は【MF13】と【ZZ16】で大きな差は見られない。一

方、周期 1.0 秒程度より長周期帯域は【MF13】の残差が【ZZ16】より小さい傾向にある。【MF13】

は深部地盤による増幅（実際には VS≧1400m/s となる層の上面の深さで表現）の違いを考慮して

おり、その結果、周期 1.0 秒程度以上の長周期帯域の残差が小さくなったと推定される。従って

【MF13】を用いると、堆積層が厚く深部地盤による増幅が現れる平野における周期 1.0 秒以上の

周期帯の地震動ハザードをより精度良く評価できる可能性がある。なお、応答スペクトルの予測

値と観測値の比較・検討の詳細は付録２を参照されたい。 

 

   

図 3.2-14 残差の検討に用いた地震の震央位置   図 3.2-15 予測値と観測値の残差の比較  

●：地殻内地震 

●：プレート間地震 

●：プレート内地震 

赤：MF13
青：ZZ16
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3.3 地震動予測式の選定結果 

 

 以上の検討より、地震動ハザード評価に用いる地震動予測式として【MF13】を用いることとす

る。地震動予測式の選定過程を以下に再掲する。繰り返しとなるが、以下で設定した地震動予測

式の選定条件は、地震動ハザード評価に用いる観点から定めた条件であり、選定結果が地震動予

測式の優劣を表しているわけではない。 

 

(1) 地震動予測式の１次絞り込み：以下の選定条件を満たすこと。 →10 組を抽出 

 主に日本の観測記録を用いている。 

 K-NET 設置後に初めて発生した海溝型巨大地震である、2003 年十勝沖地震による強震動

記録を含む。 

 少なくとも周期 0.1～1.0 秒が含まれる。 

 特定の地震あるいは観測点のみを対象としていない。 

 査読付き論文として発表されている。 

 

(2) 地震動予測式の２次絞り込み：以下の選定条件を満たすこと。 →２組を抽出（【MF13】【ZZ16】） 

 日本で発生した M9 クラスの地震まで適用可能である。 

 地震タイプ別の適用が可能である。 

 前弧域と背弧域での減衰特性の違いを考慮可能である。 

 

(3) 近年の 23 地震(Mw≧5.5)に対する残差の比較検討。 →【MF13】を選定 

 短周期側（1.0 秒以下）の残差は【MF13】と【ZZ16】で大差なし。 

 長周期側は【MF13】の残差が【ZZ16】に比べて小さい。 

 

以降では、【MF13】を用いて地震動ハザード評価を行う。参考として、【ZZ16】を用いた場

合の地震動ハザード評価結果を付録４に示すので、必要に応じて参照されたい。  
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４．応答スペクトルに関する地震動ハザードの評価条件 

 

4.1 地震動予測式のばらつき 

 

近年、豊富な実観測データをもとに、応答スペクトルを含む地震動のばらつき（標準偏差）に

ついての研究成果が検討されはじめ、観測記録と地震動予測式間の残差を地震間や地震内に分離

する事が試みられている（例えば Rodriguez et al., 2011; Lin et al., 2011; 引田・友澤, 2013; Villani and 

Abrahamson, 2015; Morikawa et al., 2008 など、付録３参照）。一方、地震動のばらつきに関する検

討事例はまだ十分とは言えず、蓄積途中であることから、本検討では全国地震動予測地図 2020 年

版で用いている以下のばらつきの値を周期によらずに用いた。また、対数正規分布における標準

偏差 σ の３倍を超える範囲に対する打ち切りを暫定的に用いることとした。なお、Morikawa et al. 

(2008) によれば、震源域と観測点を固定した場合のばらつきは常用対数標準偏差で 0.15～0.20 と

なることが示されており、周期に対する依存性は大きくない。 

 

活断層などの浅い地震：断層最短距離 X に依存したばらつき（図 4.1-1(a)） 

σ =

{
 

 
0.23                𝑋 ≤ 20km

0.23 − 0.03
log

10
(𝑋 20⁄ )

log
10
(30 20⁄ )

   20 < 𝑋 ≤ 30km

0.20                𝑋 > 30km

 

海溝型地震：振幅に依存したばらつき（図 4.1-1(b)） 

σ = {

0.20                 𝑃𝐺𝑉𝑏600 ≤ 25cm/s

0.20 − 0.05
𝑃𝐺𝑉𝑏600 − 25

25
   25 < 𝑃𝐺𝑉𝑏600 ≤ 50cm/s

0.15                 𝑃𝐺𝑉𝑏600 > 50cm/s

 

 PGVb600: 司・翠川（1999）の式による Vs＝600m/s 上の最大速度 [cm/s] 

   

(a) 距離依存（活断層などの浅い地震）      (b) 振幅依存（海溝型地震） 

図 4.1-1 試算に用いたばらつき（ は常用対数標準偏差）  
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4.2 地震動ハザードの評価条件の設定 

 

 減衰定数 5%の加速度応答スペクトルに関する地震動ハザード評価について、以下の条件で試算

を行う。なお、対象とする地震（群）の分類と【MF13】における補正項を表 4.2-1 に整理する。 

 地震活動モデルは全国地震動予測地図（確率論的地震動予測地図）2020 年版と同じモデ

ルを用いる。地震発生確率の評価基準日は 2020 年１月１日としている。 

 本試作版での評価地点は、地震動ハザードへの影響度の高い地震の種別が異なる東京都

庁、名古屋市役所、大阪市役所位置の３地点とする。後述するように、東京都庁は震源

断層を予め特定しにくい地震の海溝型地震が、名古屋市役所は海溝型地震が、大阪市役

所は活断層などの浅い地震の影響度が高い。 

 フィリピン海プレートの震源断層を予め特定しにくいプレート内地震のうち、比較的浅

いプレート内地震（図 4.2-1 における震源が深い領域４以外の領域）については森川・藤

原（2015）による追加補正項を適用する3。 

 利活用の検討が進むように、各評価地点における周期ごとのハザードカーブに加えて、

一様ハザードスペクトル、ハザードの再分解による地震タイプごとの影響度などの情報

も掲載する。 

 ハザードカーブ及び一様ハザードスペクトルは、工学的基盤（表層 30m の平均 S 波速度

AVS30=400m/s）上で評価する。 

 ハザードカーブは周期 0.1 秒、0.5 秒、1.0 秒、5.0 秒に対する 50 年超過確率を掲載する。 

 一様ハザードスペクトルは 50 年超過確率 2%、5%、10%、39%の４種類（再現期間は約

2,500 年、1,000 年、500 年、100 年相当）を掲載する。周期は 0.1 秒、0.2 秒、0.3 秒、0.5

秒、1.0 秒、2.0 秒、3.0 秒、5.0 秒の８ポイントで算定する。 

 一様ハザードスペクトルについては、再分解による地震タイプごとの影響度評価、及び

詳細な再分解による影響度評価を行う。詳細な再分解は、表 4.2-1 に示す 19 の地震（群）

に再分解しているが、いずれかの周期ポイントにおいて上位３つの地震グループとなる

もののみ個別に表示し、それ以外は「その他の地震」と表現している。 

  

 
3 森川・藤原（2015）では、フィリピン海プレートのプレート内地震に対して、特に短周期成分（周期 0.5 秒程度

以下）の予測値が過大評価となっている傾向が見られたことから追加補正項を提案している。「震源断層を特定

した地震の強震動予測手法（『レシピ』）」（地震調査研究推進本部地震調査委員会、2020）では、スラブ内地

震を対象とした短周期レベルの設定において、「フィリピン海プレートの地震に対しては、この値の 0.5 倍とす

る」と提案しており、森川・藤原（2015）の補正項はこの記載に対応している。なお、これらは深さ 50km 程度

より浅いフィリピン海プレートの地震が対象である。そこで、本試作版では、図 4.2-1 における震源が比較的深

い領域４を除く、フィリピン海プレートの震源断層を予め特定しにくいプレート内地震を対象に森川・藤原（2015）

による補正項を適用する。 
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表 4.2-1 地震（群）の分類と【MF13】における補正項 

地震（群） 
地震 

タイプ 

前弧／ 

背弧 

ばら 

つき 

・活断層などの浅い地震 地殻 － 
距離 

依存 

・千島海溝沿いの超巨大地震（17 世紀型） 

・十勝沖のプレート間巨大地震 

・根室沖のプレート間巨大地震 

・十勝沖から択捉島沖の海溝寄りのプレート間地震（津波震等） 

・日本海溝沿いの超巨大地震（東北地方太平洋沖型） 

・青森県東方沖及び岩手県沖北部のプレート間巨大地震 

・宮城県沖のプレート間巨大地震 

・青森県東方沖から房総沖にかけての海溝寄りのプレート間地震

（津波地震等） 

・太平洋プレートの震源断層を予め特定しにくいプレート間地震 

プレート

間 

東北 

日本 

振幅 

依存 

・日本海溝の海溝軸外側の地震 

・太平洋プレートの震源断層を予め特定しにくいプレート内地震 

プレート

内 

東北 

日本 

振幅 

依存 

・南海トラフ沿いで発生する大地震 

・相模トラフ沿いの M8 クラスの地震*1 

・日向灘のプレート間地震 

・日向灘のひとまわり小さいプレート間地震 

・与那国島周辺の地震 

・フィリピン海プレートの震源断層を予め特定しにくいプレート

間地震 

プレート

間 

西南 

日本 

振幅 

依存 

・フィリピン海プレートの震源断層を予め特定しにくいプレート

内地震*2 

プレート

内 

西南 

日本 

振幅 

依存 

*1 この報告書では、全国地震動予測地図 2020 年版で個別にモデル化している相模トラフ沿いの M8

クラスの地震について、相模トラフ地震と呼ぶ。 

*2 フィリピン海プレートの比較的浅いプレート内地震（図 4.2-1 における震源が比較的深い領域４以

外の領域）については森川・藤原（2015）による追加補正項を適用する。 
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図 4.2-1 フィリピン海プレートの震源断層を予め特定しにくい地震の領域区分  
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５．各地点の地震動ハザードの試算結果 

 

5.1 東京都庁位置 

 

 東京都庁位置における周期 0.1 秒、0.5 秒、1.0 秒、5.0 秒の加速度応答スペクトル（減衰定数 5%）

に関するハザードカーブを図 5.1-1 に示す。縦軸は 50 年超過確率としている。赤実線は全地震、

赤破線は海溝型地震、黄破線は活断層などの浅い地震によるハザードカーブに対応している。50

年超過確率の高低にかかわらず、全地震のハザードカーブと海溝型地震のハザードカーブはほぼ

重なっており、いずれの周期帯においても海溝型地震が支配的となっている。 

 加速度応答スペクトル（減衰定数 5%）の一様ハザードスペクトルを全地震、活断層などの浅い

地震、海溝型地震に分けて図 5.1-2(a)～(c)に示す。50 年超過確率 2%、5%、10%、39%（再現期間

は約 2,500 年、1,000 年、500 年、100 年相当）の４種類を示している。図 5.1-2(a)の全地震と図 5.1-

2(c)の海溝型地震のスペクトル形状と振幅はよく似ており、ハザードカーブで示した４ポイント以

外の周期で見ても、海溝型地震の一様ハザードスペクトルの寄与が大きい傾向にある。 

この傾向を定量的に確認するために、50年超過確率5%（再現期間は約1,000年）の一様ハザード

スペクトルを活断層などの浅い地震と海溝型地震に再分解し、周期ごとに各々の影響度を見た結

果を図5.1-2(d)に示す。どの周期ポイントにおいても、海溝型地震の影響度が卓越している。4.2節

に示した19の地震（群）について、より詳細に再分解した結果を図5.1-2(e)に示す。周期0.5秒以下

の短周期帯域では、海溝型地震のうちフィリピン海プレートのプレート間やプレート内の震源断

層を予め特定しにくい地震の影響度が大きい。一方、周期1.0秒から長周期になるにつれて太平洋

プレートのプレート間やプレート内の震源断層を予め特定しにくい地震や、相模トラフ及び南海

トラフの地震など、震源が遠くても規模の大きい地震の影響度が大きくなっている。周期が長い

地震動ほど距離減衰が小さく、遠くまで伝わりやすいことが現れている。 

以上は 50 年超過確率 5%の結果であるが、他の超過確率についても活断層などの浅い地震と、

海溝型地震に再分解した結果を図 5.1-3 に示す。どの超過確率で見ても海溝型地震の影響が大き

い。さらに詳細に再分解した結果を図 5.1-4 に示す。周期 0.5 秒以下の帯域では、超過確率の値に

よらずにフィリピン海プレートのプレート間やプレート内の震源断層を予め特定しにくい地震の

影響度が大きい。周期 1.0 秒以上の帯域に着目すると、50 年超過確率 39%から 2%になるにつれて

相模トラフの地震の影響度が大きくなっている。 

また、50 年超過確率 2%（図 5.1-4 (d)）において、周期 1.0 秒、2.0 秒、及び 3.0 秒では相模トラ

フ地震の影響が大きくなることが確認できる。【MF13】は、震源近傍（例えば M8 程度の地震で

30km 程度以内）において周期１～３秒付近の加速度応答値が大きくなる形状を有する特徴があ

る。このことは、例えば図 3.2-5 からも見て取れる。相模トラフ沿いの M8 程度の地震に対する東

京都庁位置での断層最短距離は、房総半島沖のみを震源とする一部の地震を除き約 25km である

ため、予測される振幅が特に大きくなる周期 1.0 秒、2.0 秒、及び 3.0 秒の影響度が大きくなって

いることが考えられる。 
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(a) 周期 0.1 秒 

 

(b) 周期 0.5 秒 

  

(c) 周期 1.0 秒 (d) 周期 5.0 秒 

図 5.1-1 東京都庁位置におけるハザードカーブの比較  
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 (a) 全地震 (b) 活断層などの浅い地震 (c) 海溝型地震 

 

 

(d) 再分解による影響度評価（50 年超過確率 5%） 

 

 

(e) 詳細な再分解による影響度評価（50 年超過確率 5%） 

図 5.1-2 東京都庁位置の一様ハザードスペクトルの評価結果  

【機密性○（取扱制限）】 

 

    

50年超過確率 39% 50年超過確率 5%50年超過確率 10% 50年超過確率 2%

PA: 太平洋プレート 

PH: フィリピン海プレート 
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(a) 50 年超過確率 39% 

 
(b) 50 年超過確率 10% 

 
(c) 50 年超過確率 5% 

 
(d) 50 年超過確率 2% 

図 5.1-3 東京都庁位置の再分解による影響度評価  
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(a) 50 年超過確率 39% 

 
(b) 50 年超過確率 10% 

 
(c) 50 年超過確率 5% 

 
(d) 50 年超過確率 2% 

図 5.1-4 東京都庁位置の詳細な再分解による影響度評価（PA：太平洋プレート、PH：フィリピン

海プレート）  
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5.2 名古屋市役所位置 

 

 名古屋市役所位置における周期 0.1 秒、0.5 秒、1.0 秒、5.0 秒の加速度応答スペクトル（減衰定

数 5%）のハザードカーブを図 5.2-1 に示す。縦軸は 50 年超過確率としている。東京都庁位置と同

様に、全地震と海溝型地震のハザードカーブはほぼ重なっており、いずれの周期帯においても海

溝型地震が支配的となっている。 

 加速度応答スペクトル（減衰定数 5%）の一様ハザードスペクトルを全地震、活断層などの浅い

地震、海溝型地震に分けて図 5.2-2(a)～(c)に示す。図 5.2-2(a)の全地震と図 5.2-2(c)の海溝型地震の

スペクトル形状と振幅はよく似ており、ハザードカーブで示した４ポイント以外の周期で見ても、

海溝型地震の一様ハザードスペクトルの寄与が大きい傾向にある。この傾向は 50 年超過確率 5%

（再現期間は約 1,000 年）の一様ハザードスペクトルを再分解した結果の図 5.2-2(d)にも認められ

る。また、地震の影響をより詳細に再分解した図 5.2-2(e)の結果を見ると、海溝型地震の中では南

海トラフの地震の影響が卓越しており、この傾向は東京都庁位置と異なっている。 

他の超過確率について再分解した結果を図 5.2-3 に、さらに詳細に再分解した結果を図 5.2-4 に

示す。超過確率の値によらず、海溝型地震、特に南海トラフの地震の影響度が大きい傾向にある。  
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(a) 周期 0.1 秒 

 

(b) 周期 0.5 秒 

  

(c) 周期 1.0 秒 (d) 周期 5.0 秒 

図 5.2-1 名古屋市役所位置におけるハザードカーブの比較  
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 (a) 全地震 (b) 活断層などの浅い地震 (c) 海溝型地震 

 

 

(d) 再分解による影響度評価（50 年超過確率 5%） 

 

 

(e) 詳細な再分解による影響度評価（50 年超過確率 5%） 

図 5.2-2 名古屋市役所位置の一様ハザードスペクトルの評価結果 

【機密性○（取扱制限）】 

 

    

50年超過確率 39% 50年超過確率 5%50年超過確率 10% 50年超過確率 2%

PH: フィリピン海プレート 
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(a) 50 年超過確率 39% 

 
(b) 50 年超過確率 10% 

 
(c) 50 年超過確率 5% 

 
(d) 50 年超過確率 2% 

図 5.2-3 名古屋市役所位置の再分解による影響度評価  
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(a) 50 年超過確率 39% 

 
(b) 50 年超過確率 10% 

 
(c) 50 年超過確率 5% 

 
(d) 50 年超過確率 2% 

図 5.2-4 名古屋市役所位置の詳細な再分解による影響度評価（PH：フィリピン海プレート）  
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5.3 大阪市役所位置 

 

 大阪市役所位置における周期 0.1 秒、0.5 秒、1.0 秒、5.0 秒の加速度応答スペクトル（減衰定数 

5%）のハザードカーブを図 5.3-1 に示す。縦軸は 50 年超過確率としている。図 5.3-1(a)の周期 0.1

秒を見ると、全地震と活断層などの浅い地震のハザードカーブが概ね重なっており、活断層など

の浅い地震が支配的となっている。周期 0.5 秒、1.0 秒、5.0 秒のハザードカーブを見ると、50 年

超過確率が高い領域では海溝型地震が支配的であるが、50 年超過確率が低くなるほど活断層など

の浅い地震の影響が大きくなっている。 

 加速度応答スペクトル（減衰定数 5%）の一様ハザードスペクトルを全地震、活断層などの浅い

地震、海溝型地震に分けて図 5.3-2(a)～(c)に示す。図 5.3-2(a)に示した 50 年超過確率 39%や 10%

（再現期間は約 100 年、500 年相当）と、図 5.3-2(c)の海溝型地震の一様ハザードスペクトルのス

ペクトル形状と振幅はよく似ている。一方、図 5.3-2(a)の 50 年超過確率が 5%や 2%（再現期間は

約 1,000 年、2,500 年相当）は図 5.3-2(b)と似ており、より低確率になると活断層などの浅い地震の

影響が大きくなっている。 

50 年超過確率 5%（再現期間は約 1,000 年）の一様ハザードスペクトルを再分解した結果を図

5.3-2(d)に、他の超過確率について再分解した結果を図 5.3-3 に示す。50 年超過確率 39%では周期

が長くなるほど、海溝型地震の影響度が大きくなっている。50 年超過確率が 39%より低くなるに

つれ、活断層などの浅い地震が支配的となっている。50 年超過確率 5%の一様ハザードスペクト

ルについて、地震の影響をより詳細に再分解した結果を図 5.3-2(e)に、他の超過確率について再分

解した結果を図 5.3-4 に示す。50 年超過確率 39%を見ると、海溝型地震の中で影響度が大きいの

は南海トラフの地震であり、特に周期 1.0 秒以上の長周期帯域では南海トラフの地震の影響が支

配的である。一方、活断層などの浅い地震の中では、50 年超過確率が 39%より低くなるにつれて

主要活断層帯の地震の影響度が大きくなり、特に 50 年超過確率 2%では主要活断層帯の地震が支

配的になっている。大阪市役所の近傍には主要活断層帯に属する上町断層帯が位置しており、こ

の断層帯による影響が大きくなっている。  
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(a) 周期 0.1 秒 

 

(b) 周期 0.5 秒 

  

(c) 周期 1.0 秒 (d) 周期 5.0 秒 

図 5.3-1 大阪市役所位置におけるハザードカーブの比較  
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 (a) 全地震 (b) 活断層などの浅い地震 (c) 海溝型地震 

 

(d) 再分解による影響度評価（50 年超過確率 5%） 

 

 

(e) 詳細な再分解による影響度評価（50 年超過確率 5%） 

図 5.3-2 大阪市役所位置の一様ハザードスペクトルの評価結果  

【機密性○（取扱制限）】 

 

    

50年超過確率 39% 50年超過確率 5%50年超過確率 10% 50年超過確率 2%

PH: フィリピン海プレート 
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(a) 50 年超過確率 39% 

 
(b) 50 年超過確率 10% 

 
(c) 50 年超過確率 5% 

 
(d) 50 年超過確率 2% 

図 5.3-3 大阪市役所位置の再分解による影響度評価  
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(a) 50 年超過確率 39% 

 
(b) 50 年超過確率 10% 

 
(c) 50 年超過確率 5% 

 
(d) 50 年超過確率 2% 

図 5.3-4 大阪市役所位置の詳細な再分解による影響度評価（PH：フィリピン海プレート）  
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６．今後に向けて 

 

6.1 利活用に向けて 

 

 本報告書では、試作版としての応答スペクトルに関する地震動ハザード評価を取りまとめた。 

今後の利活用の一例として、建築分野では現行の設計実務において、以下のような観点で広く活

用されることが期待される。 

・ 建築物や地域の地震環境の特徴を考慮した建設地点選定や設計方針の決定 

・ 高層建築物の耐震設計における想定地震の選定や地震荷重との比較検討 

・ 中低層建築物の設計層せん断力との比較による地震荷重の検討 

・ 構造安全性に加えて、非構造部材、設備などを含めた建築物の被害（被害額、機能停止期

間）など事業継続性に関する評価 

また、耐震設計（非構造部材、建築物の継続利用の評価を含む）やBCPに係る地震リスク評価な

どの検討を行う上では、地震動ハザードとして確率の低い部分のみならず、確率の高い部分につ

いての評価結果も有用であると考えられる。例えば、試算結果で示した周期ごとのハザードカー

ブを用いることで、注目する周期、及び50年超過確率に対する加速度応答値が得られる。 

 

6.2 今後の課題 

 

本試作版の検討を踏まえ、地震動予測式の精度向上、地震動ハザード評価の予測精度向上、利

活用の促進の観点から中長期的な視点で抽出した課題の例を以下にまとめる。 

 

6.2.1 地震動予測式の精度向上の課題 

 

・ 地震動予測式の精度を向上させるには、データセットを充実させる必要がある。そのため

にはK-NETやKiK-netに加え、気象庁や大学、地方公共団体における震度計をはじめ、各機

関で行っている強震観測網の継続的な維持整備が重要となる。 

・ 米国の NGA-WEST2 プロジェクト4など、海外の地震動予測式は統一的なデータベースに基

づいて作成されている。一方、日本の地震動予測式は基となるデータベースが異なること

から地震動予測式間のばらつきが大きく、認識論的不確定性として処理することが難しい。

地震動予測式の改良とその検証、さらには確率論的地震動ハザード評価において認識論的

不確定性を考慮できるようにするためには、震源・観測点・地震動記録に関する情報が統

一的・網羅的に整備された強震動データベースの構築が必要である。 

・ 地震動予測式の精度を上げるには、表層地盤による増幅効果を取り除いた基盤波を用いる

ことが望まれる。そのためにも、強震観測網を用いて、地表から工学的基盤に至る強震観

 
4 太平洋地震工学研究センター（Pacific Earthquake Engineering Research Center; PEER）が主導する学際的研究

プログラムの一つである。地殻内地震の地震動の次世代予測モデルなど、地震動ハザードに関する問題が研究さ

れている。 
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測点直下の地盤構造を取得し、地表の観測波形を基盤波に変換することが必要である。 

・ 周期数秒以上の長周期帯域に適用可能な精度の高い地震動予測式の構築が望まれる。 

 

6.2.2 地震動ハザード評価の予測精度向上の課題 

 

・ 近年の地震動データの蓄積にともない、地震動ハザード評価で用いる上で適切なばらつき

に関する研究が国内外で行われるようになってきている。応答スペクトルに関するばらつ

きの地震規模依存性、距離依存性や、それらの周期依存性に関し、研究事例の蓄積が望ま

れる。 

・ 観測記録がきわめて少ない、あるいは得られていない超巨大地震や震源断層ごく近傍を対

象とした地震動ハザード評価において、認識論的不確定性を考慮できるように複数の地震

動予測式を考慮できる枠組みの構築が必要である。 

 

6.2.3 利活用に関する課題 

 

・ 本試作版では、評価期間を50年とした地震動ハザードの試算結果を示した。一方、建築物

の供用期間に関する社会的な要請や、土木構造物ではさらに長期間の評価を前提としてい

る場合もあると考えられる。 

・ 地図と紐づけられたアクセス可能なデジタルデータとして、応答スペクトルに関する面的

な地震動ハザード情報が提供されることで、利活用の促進に資することが考えられる。 

・ 耐震設計への適用を目指した一様ハザードスペクトルを設定するには、木造や中低層建物

を対象とした短周期帯域から、超高層や免震建物を対象とした長周期帯域までをカバーす

るように、算定周期の数を増やす必要がある。 

・ 一様ハザードスペクトルから時刻歴波形の地震動を作成する場合、周期0.1秒よりも短い周

期帯の応答スペクトルの振幅も必要となる。 

・ 建築物の３次元地震応答を実施する場合は上下動の地震動ハザードも必要となる。例えば、

米国のNGA-WEST2プロジェクトでは水平動Hと上下動Vの比（V/H）を地震規模や震源距離

によりモデル化し、水平動から上下動を推定する方法が提案されている。この考え方は上

下動の地震動ハザード設定の参考となる。 

・ 将来的に地表での応答スペクトルに関する地震動ハザードを評価する場合、工学的基盤か

ら地表への周期別の地盤増幅率が必要となる。工学的基盤の地震動ハザードの地震動レベ

ルが大きい場合、地盤の非線形性を考慮した地盤増幅率が必要となる。 

 

今後、応答スペクトルに関する地震動ハザード評価が進むことによって、確率レベルに応じた

建物の揺れの評価やそれを考慮した地震荷重の検討、地震に対する防災計画などの基礎資料とし

て利活用されることが考えられる。また、試作版の公表後、防災関係者や研究者のみならず、建

設産業関係者なども含めて広く利活用の方法について議論されることが期待される。その議論等

も踏まえて異なる切り口のデータ分析や、防災科学技術研究所の J-SHIS 等の活用も視野に入れな

がら、今後、評価結果の表現方法や提供方法などの検討を進める予定である。  
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一部の図の作成において GMT (Generic Mapping Tools) を使用した。 



付 1-1 

付録１ 全国地震動予測地図 2020年版の地震活動モデルの概要 

 

１．はじめに 

 

 「全国地震動予測地図 2020年版」の確率論的地震動予測地図（以下、「2020 年版」と呼ぶ）で

は、多種多数の地震について、活断層などの浅い地震（平均活動間隔が数千年から数万年程度）

と海溝型地震（平均活動間隔が数十年から数百年程度）に大別し、地震活動をモデル化している。

「2020 年版」における地震の分類を付表 1.1-1 にまとめる。以降では、「2020 年版」における活

断層などの浅い地震、海溝型地震それぞれのモデル化について概説する。  
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付表 1.1-1 「2020年版」における地震の分類 

活断層などの浅い地震（平均活動間隔が数千年から数万年程度） 

 活断層など陸域と沿岸海域の浅い地震 

  

活断層で発生する地震 

・ 主要活断層帯に発生する固有地震 

・ 九州地域の活断層帯に発生する固有地震 

・ 関東地域の活断層帯に発生する固有地震 

・ 中国地域の活断層帯に発生する固有地震 

・ 四国地域の活断層帯に発生する固有地震 

・ 地表の証拠からは活動の痕跡を認めにくい地震 

・ 複数区間が同時に活動する地震 

・ 「その他の活断層」で発生する地震 

日本海東縁部の長期評価された地震 

・ 北海道北西沖の地震 

・ 北海道西方沖の地震 

・ 北海道南西沖の地震 

・ 青森県西方沖の地震 

・ 秋田県沖の地震 

・ 山形県沖の地震 

・ 新潟県北部沖の地震 

・ 佐渡島北方沖の地震 

 活断層などの浅い地震のうち震源断層を予め特定しにくい地震 

  

・陸域及び海域の陸側プレートで発生する浅い地震のうち活断層が特定されていない場所

で発生する地震 

・浦河沖等（胆振東部を含む）の震源断層を予め特定しにくい地震 

・日本海東縁部の震源断層を予め特定しにくい地震 

・伊豆諸島以南の震源断層を予め特定しにくい地震 

・与那国島周辺の震源断層を予め特定しにくい地震 

海溝型地震（平均活動間隔が数十年から数百年程度） 

 海溝型地震のうち震源断層を個別にモデル化する地震 

  

千島海溝沿いの地震 

・ 千島海溝沿いの超巨大地震（17 世紀型） 

・ 十勝沖のプレート間巨大地震 

・ 根室沖のプレート間巨大地震 

・ 十勝沖から択捉島沖の海溝寄りのプレート間地震（津波地震等） 

日本海溝沿いの地震 

・ 日本海溝沿いの超巨大地震（東北地方太平洋沖型） 

・ 青森県東方沖及び岩手県沖北部のプレート間巨大地震 

・ 宮城県沖のプレート間巨大地震 

・ 青森県東方沖から房総沖にかけての海溝寄りのプレート間地震（津波地震等） 

・ 日本海溝の海溝軸外側の地震 

相模トラフ沿いの地震 

・ 相模トラフ沿いの M8 クラスの地震 

南海トラフ沿いの地震 

・ 南海トラフ沿いで発生する大地震 

日向灘及び南西諸島海溝周辺の地震 

・ 日向灘のプレート間地震 

・ 日向灘のひとまわり小さいプレート間地震 

・ 与那国島周辺の地震 

 海溝型地震のうち震源断層を予め特定しにくい地震 

  
・太平洋プレートのプレート間及びプレート内の震源断層を予め特定しにくい地震 

・フィリピン海プレートのプレート間及びプレート内の震源断層を予め特定しにくい地震 
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２．活断層などの浅い地震 

 

 活断層の地震など陸域と沿岸海域の浅い地震（平均活動間隔が数千年から数万年程度）のモデ

ル化は、長期評価がなされ震源断層が特定されている地震と、震源断層を予め特定しにくい地震

に大別される（付表 1.1-1）。 

 

2.1 長期評価がなされ震源断層が特定されている地震 

 

長期評価がなされ震源断層が特定されている地震のうち、陸域の地震に対する長期評価結果の

概要を付図 1.2-1に、沿岸海域の地震に対する長期評価結果の概要を付図 1.2-2に示す。モデル化

の概要は以下の通りである。 

 

・ 活断層で発生する地震 

主要活断層帯に発生する固有地震及び関東地域・中国地域・四国地域・九州地域の活断層帯に

発生する固有地震については、長期評価の結果に基づき、地震発生確率、地震規模がモデル化さ

れている。 

活断層の複数区間の同時活動（連動）による地震については、各区間における長期評価による

地震の発生確率と発生頻度の情報に基づき、モデル化されている。 

地表の証拠からは活動の痕跡を認めにくい地震については、主要活断層帯、関東地域、中国地

域、四国地域、九州地域の評価対象となる活断層の各区間に対して、地震規模の上限をそれらの

単位区間の規模（ただし、M 7.4を超える場合は 7.4）とし、下限をM 6.8と設定している。平均

活動間隔は、それぞれの単位区間の平均活動間隔の２倍とし、頻度 n とマグニチュード M に対

するグーテンベルク・リヒターの関係式（以下、G-R 式と呼ぶ）に従うと仮定して評価している。 

 log10 n = a - bM 

ここで a, b は係数である。b 値が 0.9 の G-R 式でマグニチュードの刻み 0.1 ごとに頻度を割り振

り、ポアソン過程に基づき地震発生確率を求めている。 

上述した主要活断層帯、関東地域、中国地域、四国地域、九州地域の評価において対象とする

活断層帯以外の活断層については、「その他の活断層」としてモデル化されている。地震発生確

率は、平均的な活動間隔からポアソン過程に基づいて算定されている。地震規模は、マグニチュ

ード Mと断層長さ L（km）に対する以下の関係式（松田、1975）から求めている。 

 log10 L = 0.6 M - 2.9 

 

・ 日本海東縁部の長期評価された地震 

日本海東縁部の長期評価された地震については、長期評価の結果に基づき、地震発生確率、地

震規模がモデル化されている。ただし、地震発生確率については、長期評価に基づく更新過程に

よる値とポアソン過程による値を併用し、両者を 1:1 の重みで算定されている。 
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付図 1.2-1 活断層などの浅い地震のうち陸域の地震の長期評価結果の概要  
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付図 1.2-2 活断層などの浅い地震のうち沿岸海域の地震の長期評価結果の概要  
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2.2 震源断層を予め特定しにくい地震 

 

 震源断層を予め特定しにくい地震は、その一つ一つについて、事前に発生場所、地震規模、発

生確率を特定することが困難であるため、地震群としての特徴を確率モデルで表現するものであ

る。モデル化においては、過去に発生した地震のデータに基づき、地震の発生場所、規模、頻度

をモデル化している。活断層などの浅い地震のうち震源断層を予め特定しにくい地震の領域区分

を付図1.2-3、付図1.2-4に示す。また、浦河沖等（胆振東部を含む）の地震と陸域及び海域の陸側

プレートで発生する浅い地震の領域の模式図を付図1.2-5に示す。 

規模については、最小マグニチュードを5.0とし、最大マグニチュードは過去に発生した地震の

規模や関連する長期評価の結果等を踏まえて、地域区分した領域ごとに設定している。領域ごと

の最大マグニチュードを付表1.2-1にまとめる。 

 頻度については、上限値を有する、b値が0.9のG-R式に従うと仮定し評価している。地震の発生

時系列は、定常ポアソン過程でモデル化している。頻度の計算に使用する地震カタログは、基本

的に、マグニチュード5.0以上の中地震カタログとマグニチュード3.0以上の小地震カタログを併用

し、それぞれに対して余震を除去する手法とカタログに含まれるすべての地震を対象とする手法

を併用している。以上を踏まえ、陸域及び海域の震源断層を予め特定しにくい地震の発生頻度を

付図1.2-6に、与那国島周辺の震源断層を予め特定しにくい地震の発生頻度を付図1.2-7に、浦河沖

等（胆振東部を含む）の震源断層を予め特定しにくい地震の発生頻度を付図1.2-8に示す。  
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・領域 30～35は 25km以浅でプレート上面-5kmまで 

・領域 36は 25km以浅でプレート上面まで 

・領域 25は 40km以浅でプレート上面まで 

・領域 22～23、領域 26～29は深さ 40kmまで 

・それ以外の領域は深さ 25kmまで 

 

付図 1.2-3 「2020年版」における活断層などの浅い地震のうち震源断層を予め特定しにくい地震

の領域区分（浦河沖等（胆振東部を含む）の領域区分は付図 1.2-4に示す） 
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付図 1.2-4 「2020年版」における浦河沖等（胆振東部を含む）の領域区分（赤色：深さ 25～45km） 

 

 

 

付図 1.2-5 「2020年版」における浦河沖等（胆振東部を含む）の地震と陸域及び海域の陸側プレ

ートで発生する浅い地震の領域の模式図  

10km 

45km 

25km 陸域及び海域の陸側プレートで発生する浅い地震 

太平洋 

プレート上面 

内陸側 

浦河沖等（胆振東部を含

む）の地震として 

モデル化する領域 

太平洋側 

25km 

5km 

※深さ方向の値は地震カタログにおける

震源深さを示す 



付 1-9 

付表 1.2-1 「2020年版」における活断層などの浅い地震のうち震源断層を予め特定しにくい地震

の最大マグニチュード 

領域名または領域番号（付図 1.2-3 参照） 最大マグニチュード 

1 7.3 

2 7.3 

3 7.3 

4 7.3 

5 7.3 

6 7.3 

7 7.3 

8 7.3 

9 7.3 

10 7.3 

11 7.3 

12 7.3 

13 7.3 

14 7.3 

15 7.3 

16 7.3 

17 7.3 

18 7.3 

19 7.3 

20 7.3 

21 7.3 

22 7.5 

23 7.5 

24 7.3 

25 7.5 

30 7.5 

31 7.5 

32 7.5 

33 7.5 

36 7.5 

浦河沖等（胆振東部を含む） 7.5 

日本海東縁部（領域番号：29） 7.5 

伊豆諸島以南（領域番号：26-28, 34-35） 7.5 

与那国島周辺 7.4 
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付図 1.2-6 「2020年版」における陸域及び海域の震源断層を予め特定しにくい地震の発生頻度 

（0.1度四方あたり、M5.0以上）  
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付図 1.2-7 「2020年版」における与那国島周辺の震源断層を予め特定しにくい地震の発生頻度 

（0.1度四方あたり、M5.0以上） 

 

 

付図 1.2-8 「2020年版」における浦河沖等（胆振東部を含む）の震源断層を予め特定しにくい地

震の発生頻度（0.1度四方あたり、M5.0以上）  
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３．海溝型地震 

 

 海溝型地震（平均活動間隔が数十年から数百年程度）のモデル化は、長期評価がなされ震源断

層を個別にモデル化する地震と、震源断層を予め特定しにくい地震に大別される（付表 1.1-1）。 

 

3.1 震源断層を個別にモデル化する地震 

 

海溝型地震のうち震源断層を個別にモデル化する地震の長期評価結果の概要を付図 1.3-1 に示

す。千島海溝沿いの地震、日本海溝沿いの地震、相模トラフ沿いの地震、南海トラフ沿いの地震、

日向灘及び南西諸島海溝周辺の地震それぞれについて、長期評価の結果に基づき、地震発生確率、

地震規模がモデル化されている。震源断層を個別にモデル化する地震の地震発生確率、地震規模

を付表 1.3-1にまとめる。 
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付図 1.3-1 海溝型地震のうち震源断層を個別にモデル化する地震の長期評価結果の概要  
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付表 1.3-1 「2020年版」における海溝型地震のうち震源断層を個別にモデル化する地震の地震発

生確率・地震規模 

 

地震発生確率 

（2020 年起点） 地震規模*1 

30 年 50 年 

千島海溝沿いの地震    

・千島海溝沿いの超巨大地震（17 世紀型） 13%*2, 37%*3 20%*2, 56%*3 Mw8.7~9.2 

・十勝沖のプレート間巨大地震 9.5% 37% Mw8.0~8.6 

・根室沖のプレート間巨大地震 79% 97% Mw8.0~8.5 

・十勝沖から択捉島沖の海溝寄りのプレート間地

震（津波地震等） 
54% 72% Mw8.0 

日本海溝沿いの地震    

・日本海溝沿いの超巨大地震（東北地方太平洋沖

型） 
0% 0% Mw8.6~9.0 

・青森県東方沖及び岩手県沖北部のプレート間巨

大地震 
19% 64% Mw7.9~8.8 

・宮城県沖のプレート間巨大地震 24% 37% Mw7.9~8.6 

・青森県東方沖から房総沖にかけての海溝寄りの

プレート間地震（津波地震等） 
25% 39% Mw6.8, 8.0 

・日本海溝の海溝軸外側の地震 7.0% 11% Mw8.2 

相模トラフ沿いの地震    

・相模トラフ沿いの M8 クラスの地震 0.8%*2, 5.7%*3 1.9%*2, 11%*3 Mw7.9~8.6 

南海トラフ沿いの地震    

・南海トラフ沿いで発生する大地震 74% 94% Mw7.6~9.1 

日向灘及び南西諸島海溝周辺の地震    

・日向灘のプレート間地震 14% 22% Mw7.6 

・日向灘のひとまわり小さいプレート間地震 73% 89% Mw7.1 

・与那国島周辺の地震 26% 39% Mw7.8 

*1 「2020 年版」におけるモデルの地震規模 

*2 平均ケース 

*3 最大ケース  
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3.2 震源断層を予め特定しにくい地震 

 

 海溝型地震のうち震源断層を予め特定しにくい地震は、活断層などの浅い地震のうち震源断層

を予め特定しにくい地震と同様に、過去に発生した地震のデータに基づき、地震の発生場所、規

模、頻度をモデル化している。 

太平洋プレートのプレート間及びプレート内の震源断層を予め特定しにくい地震の領域区分を

付図1.3-2に、フィリピン海プレートのプレート間及びプレート内の震源断層を予め特定しにくい

地震の領域区分を付図1.3-3に示す。 

規模について、最小マグニチュードは5.0としている。最大マグニチュードは過去に発生した地

震の規模や関連する長期評価の結果等を踏まえて、付図1.3-2、付図1.3-3に示す領域ごとに設定し

ている。領域ごとの最大マグニチュードを付表1.3-2、付表1.3-3に整理する。 

 頻度については、G-R式に従うと仮定して評価している。頻度の計算に使用する地震カタログ

は、基本的に、マグニチュード5.0以上の中地震カタログとマグニチュード4.0以上の小地震カタロ

グを併用し、それぞれに対して余震を除去する手法とカタログに含まれるすべての地震を対象と

する手法を併用している。太平洋プレートの地震の発生頻度を付図1.3-4 (a) に、フィリピン海プ

レートの地震の発生頻度を付図1.3-5 (a) に示す。また、太平洋プレートの地震について、領域ご

とに設定したプレート間地震とプレート内地震の比率（付図1.3-6 (a)）に基づく、プレート間地震

の発生頻度を付図1.3-4 (b)に、プレート内地震の発生頻度を付図1.3-4 (c) に示す。同様に、フィリ

ピン海プレートの地震について、領域ごとに設定したプレート間地震とプレート内地震の比率（付

図1.3-6 (b)）に基づく、プレート間地震の発生頻度を付図1.3-5 (b) に、プレート内地震の発生頻度

を付図1.3-5 (c) に示す。  
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付図 1.3-2 「2020年版」における太平洋プレートのプレート間及びプレート内の震源断層を予め

特定しにくい地震の領域区分（赤は海溝軸外側の領域）  
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付図 1.3-3 「2020年版」におけるフィリピン海プレートのプレート間及びプレート内の震源断層

を予め特定しにくい地震の領域区分（赤は海溝軸外側の領域）  
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付表 1.3-2 「2020年版」における太平洋プレートのプレート間及びプレート内の震源断層を予め

特定しにくい地震の最大マグニチュード 

領域番号（付図 1.3-2 参照） 最大マグニチュード 

1 
プレート間 8.6 

プレート内 8.4 

2 
プレート間 7.9 

プレート内 8.4 

3 
プレート間 7.8 

プレート内 8.4 

4 
プレート間 8.0 

プレート内 8.4 

5 
プレート間 8.2 

プレート内 8.4 

6 
プレート間 7.8 

プレート内 8.4 

7 
プレート間 8.2 

プレート内 8.4 

8 
プレート間 8.3 

プレート内 8.4 

9 
プレート間 8.5 

プレート内 8.4 

10 
プレート間 － 

プレート内 8.4 

11 
プレート間 － 

プレート内 8.4 

12 
プレート間 8.5 

プレート内 8.4 

13 
プレート間 － 

プレート内 8.4 

14 
プレート間 － 

プレート内 8.2 

15 
プレート間 － 

プレート内 8.1 

16 
プレート間 － 

プレート内 8.2 
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付表 1.3-3 「2020年版」におけるフィリピン海プレートのプレート間及びプレート内の震源断層

を予め特定しにくい地震の最大マグニチュード 

領域番号（付図 1.3-3 参照） 最大マグニチュード 

1 
プレート間 8.0 

プレート内 8.0 

2 
プレート間 6.9 

プレート内 7.2 

3 
プレート間 － 

プレート内 8.0 

4 
プレート間 － 

プレート内 8.0 

5 
プレート間 8.5 

プレート内 8.0 

6 
プレート間 7.8 

プレート内 7.3 

7 
プレート間 7.8 

プレート内 7.3 

8 
プレート間 － 

プレート内 8.0 

9 
プレート間 － 

プレート内 8.0 
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(a) プレート間とプレート内の合計 

 

  

(b) プレート間    (c) プレート内 

付図 1.3-4 「2020年版」における太平洋プレートの地震の発生頻度 

（0.1度四方あたり、M5.0以上）  
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(a) プレート間とプレート内の合計 

 

  

(b) プレート間    (c) プレート内 

付図 1.3-5 「2020年版」におけるフィリピン海プレートの地震の発生頻度 

（0.1度四方あたり、M5.0以上）  
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(a) 太平洋プレート 

 

 

(b) フィリピン海プレート 

付図 1.3-6 「2020年版」におけるプレート間地震とプレート内地震の比率  

【機密性○（取扱制限）】 

 

間：内＝３：１ 

間：内＝２０：１ 

間：内＝０：１ 

間：内＝０：１ 

間：内＝１０：１ 

間：内＝８：１ 

間：内＝８：１ 

【機密性○（取扱制限）】 

 

間：内＝７：３ 

間：内＝１：４ 

間：内＝１：３ 

間：内＝０：１ 

間：内＝２：１ 

間：内＝０：１ 
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付録２ 近年の地震に対する地震動予測式の評価結果 

 

１. はじめに 

 

応答スペクトルに関する地震動予測式の選定にあたり、Morikawa and Fujiwara (2013) 及び Zhao 

et al. (2016a, b, c) の２種の地震動予測式について、これらの式構築に使用されていない 2013年以

降の地震に適用し、式の説明性を確認した。ここではその結果をまとめる。 

 

２．検討対象地震 

 

検討対象とした地震は、地殻内地震 13地震（Mw5.5～7.1）、プレート間地震７地震（Mw5.8～7.0）、

プレート内地震３地震（Mw6.3～7.1）の計 23地震である。地震分布と防災科学技術研究所の F-net

によるメカニズム解を付図 2.2-1 に示す。また震源パラメータを付表 2.2-1、付表 2.2-2、付表 2.2-

3に示す。地殻内地震は震源深さがすべて 17km以浅である。プレート内地震の３地震のうち２地

震が太平洋プレート、１地震がフィリピン海プレートの地震であり、震源深さはいずれも 50km以

深である。 

防災科学技術研究所の K-NET及び KiK-netの地表観測記録のうち、以下の条件を満たす記録を

使用した。 

・PS検層結果より翠川・野木（2015）の方法で AVS30 の算出が可能な観測点の記録 

・断層最短距離が 200km以内の記録 

・波形のペーストアップより S 波主要動の確認が得られる記録 

解析対象として使用可能な記録は、地殻内地震は 2921 記録、プレート間地震は 1019 記録、プ

レート内地震は 548記録であった。 

断層最短距離の計算に必要な断層モデルは以下の手順により設定した。 

・震源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」）（地震調査研究推進本部地震調査委

員会、2020）に基づいて地震モーメントから断層面積を算出 

・F-netのメカニズム解のうちプレート境界面や余震分布と調和的な面を採用 

・震源位置（深さは F-netのセントロイド深さ）を中心とする正方形の断層面を設定 

地殻内地震については、通常、地震発生層内に断層が収まることから、断層幅が地震発生層（こ

こでは簡便に原則 2~15km とした）を貫く場合は、断層幅を地震発生層内に収まる幅に固定して

長さ方向を調整した。また、2016年熊本地震の本震については、断層面を１面でモデル化するこ

の方法を使用すると日奈久断層帯近傍の観測点で断層最短距離が実際から大きくはずれる設定に

なってしまうため、Asano and Iwata (2016) の断層モデルを採用した。 

プレート間地震とプレート内地震については、地殻内地震のように断層幅方向の上限は設けな

かった。なお、既往の震源インバージョン結果を別途参照し、断層面が正方形（アスペクト比１）

から極端に乖離する地震は本検討の対象地震にないことを確認した。  
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付図 2.2-1 検討対象とした 23地震（メカニズム解は F-netによる）  

●：地殻内地震 

●：プレート間地震 

●：プレート内地震 
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付表 2.2-1 本検討で対象とした地殻内地震 

No. 

気象庁の震源情報 
F-net の 

CMT 解 
断層モデル 検討対象 

記録数 発震時刻 震央地名 
緯度 
(deg.) 

経度 
(deg.) 

深さ 
(km) 

Mw 地震タイプ 
断層 

タイプ*1 
走向 
(deg.) 

傾斜 
(deg.) 

面積 
(km2) 

上端深さ 
(km)*2 

下端深さ 
(km)*2 

幅 
(km) 

長さ 
(km) 

1 2013/02/25-16:23 栃木県北部 36.874 139.413 8 5.8 地殻内 SS 165 80 70 4 12 8 8 267 

2 2013/04/13-05:33 淡路島付近 34.419 134.829 11 5.8 地殻内 RV 179 65 69 7 15 8 8 300 

3 2014/07/12-04:22 福島県沖 37.050 142.321 5 6.5 地殻内 NM 346 63 325 2 15 15 22 79 

4 2014/11/22-22:08 長野県北部 36.693 137.891 5 6.3 地殻内 RV 25 50 204 2 13 14 14 327 

5 2015/11/14-05:51 薩摩半島西方沖 30.943 128.590 17 6.8 地殻内 SS 190 80 546 2 15 13 41 37 

6 2016/04/14-21:26 熊本地震（前震） 32.742 130.809 17 6.1 地殻内 SS 212 89 150 3 15 12 12 224 

7 2016/04/15-00:03 熊本地震（余震） 32.701 130.778 8 6.0 地殻内 SS 211 86 108 3 13 10 10 211 

8 2016/04/16-01:25 熊本地震（本震）*3 32.755 130.763 11 7.1 地殻内 SS 
205 72 252 2 19 18 14 

245 
235 65 504 2 18 18 28 

9 2016/10/21-14:07 鳥取県中部 35.381 133.856 8 6.2 地殻内 SS 342 80 177 2 15 13 13 251 

10 2016/11/22-05:59 福島県沖 37.355 141.604 11 7.0 地殻内 NM 47 38 790 2 15 21 37 195 

11 2016/12/28-21:38 茨城県北部 36.720 140.574 5 5.9 地殻内 NM 160 62 96 2 11 10 10 269 

12 2018/06/18-07:58 大阪府北部 34.844 135.622 11 5.5 地殻内 SS 49 73 39 8 14 6 6 308 

13 2019/06/18-22:22 山形県沖 38.608 139.479 11 6.4 地殻内 RV 23 36 266 5 15 16 16 208 

*1 SS:横ずれ断層、RV：逆断層、NM：正断層 

*2 斜字体は地震発生層（本検討では簡便に一律 2~15kmとした）を考慮して調整をした 

*3 Asano and Iwata(2016)による震源インバージョン解析に用いられた断層モデルを参照した 
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付表 2.2-2 本検討で対象としたプレート間地震 

No. 

気象庁の震源情報 
F-net の 
CMT 解 

断層モデル 検討対象 

記録数 発震時刻 震央地名 
緯度 

(deg.) 

経度 

(deg.) 

深さ 
(km) 

Mw 地震タイプ プレート*1 
断層 

タイプ*2 

走向 
(deg.) 

傾斜 
(deg.) 

面積 
(km2) 

上端深さ 
(km) 

下端深さ 
(km) 

幅 
(km) 

長さ 
(km) 

1 2015/02/17-08:06 三陸沖 39.872 143.193 17 6.7 プレート間 PAC RV 181 22 485 13 21 22 22 78 

2 2015/05/13-06:12 宮城県沖 38.863 142.150 44 6.8 プレート間 PAC RV 178 25 982 37 51 31 31 162 

3 2016/01/14-12:25 浦河沖 41.970 142.801 56 6.7 プレート間 PAC RV 211 28 728 50 62 27 27 160 

4 2016/04/01-11:39 三重県南東沖 33.323 136.383 14 5.8 プレート間 PHL RV 215 38 92 11 17 10 10 110 

5 2019/05/10-08:48 日向灘 31.801 131.975 26 6.2 プレート間 PHL RV 208 33 247 22 30 16 16 157 

6 2021/03/20-18:09 宮城県沖 38.468 141.628 62 7.0 プレート間 PAC RV 192 17 1473 56 68 38 38 184 

7 2021/05/01-10:27 宮城県沖 38.174 141.740 56 6.7 プレート間 PAC RV 185 24 892 50 62 30 30 168 

*1 PAC：太平洋プレート、PHLフィリピン海プレート 

*2 SS：横ずれ断層、RV：逆断層、NM：正断層 

 

 

付表 2.2-3 本検討で対象としたプレート内地震 

No. 

気象庁の震源情報 
F-net の 

CMT 解 
断層モデル 検討対象 

記録数 
発震時刻 震央地名 

緯度 

(deg.) 

経度 

(deg.) 

深さ 

(km) 
Mw 地震タイプ プレート*1 

断層 

タイプ*2 

走向 

(deg.) 

傾斜 

(deg.) 

面積 

(km2) 

上端深さ 

(km) 

下端深さ 

(km) 

幅 

(km) 

長さ 

(km) 

1 2013/02/02-23:17 十勝地方南部 42.702 143.228 116 6.9 プレート内 PAC NM 72 3 454 115 117 21 21 149 

2 2014/03/14-02:06 伊予灘 33.692 131.891 83 6.3 プレート内 PHL RV 355 79 105 78 88 10 10 230 

3 2021/02/13-23:07 福島県沖 37.729 141.699 53 7.1 プレート内 PAC RV 25 32 606 46 60 25 25 169 

*1 PAC：太平洋プレート、PHLフィリピン海プレート 

*2 SS：横ずれ断層、RV：逆断層、NM：正断層 
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３．検討対象の地震動予測式 

 

検討対象のMorikawa and Fujiwara (2013) （以下、【MF13】）、Zhao et al. (2016a, b, c)（以下、【ZZ16】）

の概要と適用条件は以下の通りである（付表 2.3-1 参照）。なお、地震動予測式の対象は【MF13】

が水平２成分の時刻歴応答のベクトル和、【ZZ16】が水平２成分の最大応答の幾何平均であり、比

較のため、観測記録からも２種類の値を計算した。 

 

付表 2.3-1 各地震動予測式の概要と本検討での適用条件 
 

Morikawa and Fujiwara (2013) 

【MF13】 

Zhao et al. (2016a, b, c) 

【ZZ16】 

地震動強さ 
水平２成分の時刻歴応答のベクト

ル和 
水平２成分の最大応答の幾何平均 

震源 

特性 

Mw と地震動強さの

関係 

２次関数（Model 1）とバイリニア

型（Model 2）でのモデル化 

※付録２では Model 1 を採用 

バイリニア型でのモデル化（プレ

ート内は２次関数も併用） 

地震タイプ 地殻内、プレート間、プレート内 
地殻内、プレート間、プレート内 

（別々の文献で提案されている） 

フィリピン海プレー

トのプレート内地震

の補正項 

地震動強さの震源深さ依存性やプ

レートの違いを考慮するため森

川・藤原（2015）で提案 

※付録２では考慮しない 

－ 

減衰 

特性 

式の特徴 

【ZZ16】に比べて減衰特性に関す

る項及び係数が少ない、ややシン

プルなモデル式 

【MF13】に比べて減衰特性に関す

る項及び係数が多い、やや複雑な

モデル式 

前弧域と背弧域での

減衰特性の違いの考

慮の仕方 

火山フロント（藤原・他、2015）

からの距離と震源深さ（震源深さ

30km 以深の地震に適用） 

火山帯を通過する距離 

※論文に倣い下限値 12km、上限値

80km 

サイト 

特性 

浅部地盤 
地表から 30m の平均 S 波速度

（AVS30） 

SCⅠ: AVS30 > 600m/s 

SCⅡ: AVS30 = 300～600m/s 

SCⅢ: AVS30 = 200～300m/s 

SCⅣ: AVS30 < 200m/s 

浅部地盤の非線形性 － 

基盤での推定値を入力に浅部地盤

の非線形性を考慮 

※付録２では考慮しない 

深部地盤 
VS≧1400m/s となる層の上面深度

（D1400） 
－ 
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3.1 【MF13】式の概要と適用条件 

 

【MF13】は、震源特性をモーメントマグニチュード𝑀𝑤の２次関数でモデル化している Model1

とバイリニア型でモデル化しているModel2を提案している。ここでは(1)式に示される Model1を

使用した。 

 

 log10 𝑝𝑟𝑒 = 𝑎 ∙ (𝑀𝑤
′ − 16.0)2 + 𝑐 + 𝑏 ∙ ∆ − log10(∆ + 𝑑 ∙ 100.5𝑀𝑤

′
) + 𝐴𝐼 + 𝐺𝑑 + 𝐺𝑠 

𝑀𝑤
′ = 𝑚𝑖𝑛[𝑀𝑤 , 8.2] 

(1) 

 

 ここで、𝑝𝑟𝑒は減衰定数 5%の加速度応答スペクトル(cm/s2)であり、水平２成分の時刻歴応答の

ベクトル和により計算される。𝑀𝑤はモーメントマグニチュード、Δ は断層最短距離(km)である。

𝑎, 𝑏, 𝑐, 𝑑は回帰係数であり、𝑏, 𝑐は地震タイプ（地殻内、プレート間、プレート内）ごとに推定

されている。なお、断層タイプによる区別は行われていない。𝐴𝐼は異常震域の補正項、𝐺𝑑は深部

地盤の補正項、𝐺𝑠は浅部地盤の補正項であり次式で表される。 

 

 𝐴𝐼 = 𝛾 ∙ 𝑋𝑣𝑓 ∙ (𝑚𝑎𝑥[𝐻, 30] − 30) (2) 

 𝐺𝑑 = 𝑝𝑑 ∙ log10(𝑚𝑎𝑥[𝐷𝑙𝑚𝑖𝑛
, 𝐷1400] 𝐷0⁄ ) (3) 

 𝐺𝑠 = 𝑝𝑠 ∙ log10(𝑚𝑖𝑛[𝑉𝑆𝑚𝑎𝑥
, 𝐴𝑉𝑆30] 𝑉0⁄ ) (4) 

 

(2)式の𝑋𝑣𝑓は火山フロントからの距離(km)、𝐻は震源深さ(km)、𝛾は回帰係数である。(3)式の𝐷1400

は S波速度が 1,400m/sとなる層の上面深度(m)、𝑝𝑑 , 𝐷𝑙𝑚𝑖𝑛
は𝐷0 = 250.0としたときの回帰係数であ

る。また、(4)式の AVS30は地表からの 30mの平均 S 波速度(m/s)であり、𝑝𝑠, 𝑉𝑆𝑚𝑎𝑥
は𝑉0 = 350.0と

したときの回帰係数である。 

森川・藤原（2015）は、フィリピン海プレート内地震について、地震動強さの震源深さ依存性

やプレートによる違いを考慮するために補正項を提案している。ただし、使用した太平洋プレー

トの地震は 50km 以深が多いのに対してフィリピン海プレートの地震は 50km 以浅の地震が多い

ことから、森川・藤原（2015）は震源深さ依存性やプレートによる違いの影響を分離することは

困難であると指摘している。本検討で対象のフィリピン海プレート内地震は 2014 年３月 14 日の

伊予灘の地震のみであり、震源深さは 83kmである。つまり、フィリピン海プレート内地震として

はやや深い地震である。また、藤原・他（2015）ではこのフィリピン海プレート内地震に対する

補正項が適用されていない。さらに、実際に 2014 年３月 14 日の伊予灘の地震に補正項を適用す

ると、適用しない場合に比べて残差の RMS が 0.1 程度大きくなることが確認された。そのため、

本検討ではフィリピン海プレート内地震の補正項は適用しないこととした。 

【MF13】では、減衰特性のモデル化として近距離の頭打ちと異常震域の補正項が提案されてい

る。文献にならい、火山フロント（藤原・他、2015）からの距離を用いて震源深さ 30km以深の地

震に異常震域補正項を適用した。異常震域補正項を適用した地震は、プレート間地震の一部の地

震とプレート内地震である。今回検討した地殻内地震は全て 30km 以浅であるため、地殻内地震

についてはこの補正項は適用していない（付表 2.2-1参照）。 

サイト特性については、𝐴𝑉𝑆30と𝐷1400を用いたモデル化がされている。これらの影響について
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は、深部地盤に関する補正項と浅部地盤に関する補正項（𝐺𝑑 , 𝐺𝑠）を同時に導出した森川・藤原（2014）

の係数を適用した。また、𝐷1400には防災科学技術研究所の J-SHISv3.2の値を使用した。 

 

3.2 【ZZ16】式の概要と適用条件 

 

【ZZ16】は、地震タイプごとに別々の文献（Zhao et al, 2016a, b, c）になっており、式形が少し

ずつ異なる。地殻内地震、プレート間地震、プレート内地震に対する式はそれぞれ(5)、(6)、(7)式

の通りである（サフィックスの”cr”、”int”、”sl”はそれぞれ、地殻内地震、プレート間地震、プレ

ート内地震を表す）。 

 

 log𝑒 𝑝𝑟𝑒𝑐𝑟 

= 𝑓𝑐𝑟 + 𝑔𝑐𝑟 ∙ log𝑒 𝑟𝑐𝑟 + 𝑔𝑐𝑟𝐿 ∙ log𝑒(∆ + 200) + 𝑔𝑁(∆) + 𝑒𝑐𝑟 ∙ ∆ + 𝑒𝑐𝑟
𝑣𝑧 ∙ 𝑥𝑣𝑧 + 𝛾𝑐𝑟 + log𝑒 𝐴𝑐𝑟 

𝑓𝑐𝑟 = 𝑏𝑐𝑟 ∙ ℎ + 𝐹𝑐𝑟𝑁 + {
𝑐𝑐𝑟 ∙ 𝑀𝑤

𝑐𝑐𝑟 ∙ 𝑚𝑐 + 𝑑𝑐𝑟 ∙ (𝑀𝑤 −𝑚𝑐)
  

(𝑀𝑤 ≤ 𝑚𝑐)

(𝑀𝑤 > 𝑚𝑐)
 

𝑔𝑁 = 𝑔𝑐𝑟𝑁 ∙ log𝑒(𝑚𝑖𝑛[∆, 30.0] + exp(𝑐1 + 6.5𝑐2)) 

𝑟𝑐𝑟 = 𝑥𝑐𝑟0 + ∆+ 𝑒𝑥𝑝(𝑐1 + 𝑐2 ∙ 𝑚𝑖𝑛[𝑀𝑤, 𝐶𝑚𝑎𝑥]) 

(5) 

 

 log𝑒 𝑝𝑟𝑒𝑖𝑛𝑡 

= 𝑓𝑖𝑛𝑡 + 𝑔𝑖𝑛𝑡 ∙ log𝑒 𝑟𝑖𝑛𝑡 + 𝑔𝑖𝑛𝑡𝐿 ∙ log𝑒(∆ + 200) + 𝑒𝑖𝑛𝑡𝑆 ∙ ∆ + 𝑒𝑖𝑛𝑡
𝑣𝑧 ∙ 𝑥𝑣𝑧 + 𝛾𝑖𝑛𝑡 + log𝑒 𝐴𝑖𝑛𝑡 

𝑓𝑖𝑛𝑡 = 𝑏𝑖𝑛𝑡 ∙ ℎ + 𝛾𝑖𝑛𝑡𝑆 + {
𝑐𝑖𝑛𝑡 ∙ 𝑀𝑤

𝑐𝑖𝑛𝑡 ∙ 𝑚𝑐 + 𝑑𝑖𝑛𝑡 ∙ (𝑀𝑤 −𝑚𝑐)
  

(𝑀𝑤 ≤ 𝑚𝑐)

(𝑀𝑤 > 𝑚𝑐)
 

𝑟𝑖𝑛𝑡 = 𝑥𝑖𝑛𝑡0 + ∆ + 𝑒𝑥𝑝(𝑐1 + 𝑐2 ∙ 𝑚𝑖𝑛[𝑀𝑤, 𝐶𝑚𝑎𝑥]) 

(6) 

 

 log𝑒 𝑝𝑟𝑒𝑠𝑙 

= 𝑓𝑠𝑙 + 𝑔𝑠𝑙 ∙ log𝑒 𝑟𝑠𝑙 + 𝑔𝑠𝑙𝐿 ∙ log𝑒(∆ + 200) + 𝑒𝑠𝑙 ∙ ∆ + 𝑞𝑠𝑙 ∙ ∆ + 𝑒𝑠𝑙
𝑣𝑧 ∙ 𝑥𝑣𝑧 + 𝛾𝑠𝑙 + log𝑒 𝐴𝑠𝑙 

𝑓𝑠𝑙 = 𝑏𝑠𝑙 ∙ ℎ + {
𝑐𝑠𝑙1 ∙ 𝑀𝑤 + 𝑐𝑠𝑙2 ∙ (𝑀𝑤 −𝑚𝑠𝑐)

2

𝑐𝑠𝑙1 ∙ 𝑚𝑐 + 𝑐𝑠𝑙2 ∙ (𝑚𝑐 −𝑚𝑠𝑐)
2 + 𝑑𝑠𝑙 ∙ (𝑀𝑤 −𝑚𝑐)

  
(𝑀𝑤 ≤ 𝑚𝑐)

(𝑀𝑤 > 𝑚𝑐)
 

𝑞𝑠𝑙 = 𝑒𝑠𝑙ℎ ∙ {
0.0

0.02ℎ − 1.0
  

(ℎ < 50)
(ℎ ≥ 50)

 

𝑟𝑠𝑙 = ∆ + 𝑒𝑥𝑝(𝑐1 + 𝑐2 ∙ 𝑚𝑖𝑛[𝑀𝑤, 𝐶𝑚𝑎𝑥]) 

(7) 

 

ここで、𝑝𝑟𝑒は減衰定数 5%の加速度応答スペクトル(cm/s2)であり、水平２成分の応答の最大値

の幾何平均より算出される。𝑀𝑤はモーメントマグニチュード、ℎは断層面の上端深さ(km)、Δ は

断層最短距離(km)、𝑥𝑣𝑧は火山帯の通過距離(km)、𝐴は地盤種別サイト特性である。𝑏, 𝑐, 𝑐1, 𝑐2, 𝑑,

𝑒, 𝑒𝑣𝑧, 𝑔, 𝑔𝐿 , 𝛾は地震タイプごとに回帰もしくは設定される係数である。地殻内地震の(5)式では

𝐹𝑐𝑟𝑁 ,𝑔𝑐𝑟𝑁、プレート間地震の(6)式では𝑒𝑖𝑛𝑡𝑆,𝛾𝑖𝑛𝑡𝑆、プレート内地震の(7)式では𝑒𝑠𝑙ℎ も回帰係

数である。なお、地殻内地震の(5)式の𝐹𝑐𝑟𝑁は正断層の場合に値を持つ。また、プレート間地震の

(6)式では𝑐𝑖𝑛𝑡, 𝑔𝑖𝑛𝑡𝐿が震源深さ 25km を境に値が異なり、𝑒𝑖𝑛𝑡𝑆,𝛾𝑖𝑛𝑡𝑆は震源深さが 25km より浅

い場合に値を持つ。論文にならい、𝑥𝑐𝑟0 = 2.0、𝑥𝑖𝑛𝑡0 = 10.0、𝑚𝑐 = 𝐶𝑚𝑎𝑥 = 7.1、𝑚𝑠𝑐 = 6.3とした。 
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【ZZ16】で使われる「火山帯を通過する距離𝑥𝑣𝑧」に関する補正項は、震源深さに依らず、地殻

内地震、プレート間地震、プレート内地震の全地震タイプに対して適用される。本検討では Zhao 

et al.（2016c）に掲載されている火山帯位置図に基づき、震央から観測点までの火山帯を通過する

部分の距離を 1km 単位で求め、補正を行った（付図 2.3-1 参照）。文献にならい、𝑥𝑣𝑧 < 12km で

は 12km、𝑥𝑣𝑧 > 80kmでは 80kmとして補正項の計算をした。 

サイト特性𝐴については、４種の地盤種に対する係数が与えられている。本検討では、S波速度

から計算した AVS30 を基に付表 2.3-2 に対応する地盤種を設定し、それぞれの地盤種に対する係

数を適用した。【ZZ16】では非線形応答の補正項も検討されているが、本検討では工学的基盤での

応答スペクトルに関する地震動予測式を念頭に置いているため、非線形性については考慮しない

こととした。 

 

付表 2.3-2 Zhao et al.（2016b）による地盤種定義 

Site class Description Natural period AVS30 calculated from site period 

SC I 

SC II 

SC III 

SC IV 

Rock 

Hard soil 

Medium soil 

Soft soil 

T < 0.2 s 

0.2 ≤ T < 0.4 s 

0.4 ≤ T < 0.6 s 

T ≥ 0.6 s 

AVS30 > 600 

300 < AVS30 ≤ 600 

200 < AVS30 ≤ 300 

AVS30 ≤ 200 
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付図 2.3-1 Zhao et al.（2016c）による火山帯位置  
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4. 観測応答スペクトルと地震動予測式の残差と RMS 

 

観測値（Obs）と推定値（Pre）との残差について周期ごとに RMSを算出し、補正項による残差

の変化、地震動予測式による違いを確認した。計算対象周期は、【MF13】と【ZZ16】で共通して

回帰係数が計算され、かつ、地震動予測地図で対象となっている 23周期（0.1, 0.12, 0.15, 0.2, 0.25, 

0.3, 0.35, 0.4, 0.45, 0.5, 0.6, 0.7, 0.8, 0.9, 1.0, 1.5, 2.0, 2.5, 3.0, 3.5, 4.0, 4.5, 5.0秒）とした。RMSは下の

式により算出した。 

𝑅𝑀𝑆＝√
∑{log10(𝑂𝑏𝑠 𝑃𝑟𝑒⁄ )}2

𝑛
 

 

4.1 残差の周期依存性 

 

算出により得られた全地震に対する RMS を、横軸を周期にして付図 2.4-1に示す。(a)は全地震

に対する結果、(b)、(c)、(d)はそれぞれ地殻内地震、プレート間地震、プレート内地震に対する結

果である。各組の左図が観測値と【MF13】による推定値との残差の RMS であり、観測値に補正

を行わなかった場合（火山フロントからの距離𝑋𝑣𝑓を 0km、𝐷1400を 300m、AVS30 を 350m/s とし

て計算した推定値とオリジナルの観測値との残差）を黒線で、観測値に異常震域の補正を行った

場合（火山フロントからの距離は各観測点での値を用い、𝐷1400を 300m、AVS30を 350m/sとして

計算した推定値と、オリジナルの観測値との残差）を緑線で、観測値に異常震域と深部地盤の補

正を行った場合（火山フロントからの距離と𝐷1400は各観測点での値を用い、AVS30 を 350m/s と

して計算した推定値と、オリジナルの観測値との残差）を青線で、観測値に全ての補正を行った

場合（各観測点での火山フロントからの距離、𝐷1400、AVS30 の値を用いて計算した推定値と、オ

リジナルの観測値との残差）を赤線で示す。残差の RMS は、異常震域の補正項を考慮すると短周

期でやや小さくなること、深部地盤の補正項を考慮すると長周期側で明瞭に小さくなること、浅

部地盤の補正項を考慮すると中間の周期帯で小さくなることが確認できる。各組の中央図は観測

値と【ZZ16】の推定値との残差の RMSであり、観測値に補正を行わなかった場合を黒線（火山帯

通過距離𝑥𝑣𝑧を 0km1、AVS30を 350m/sとして計算した推定値とオリジナルの観測値との残差）で、

火山帯通過距離の補正を行った場合（火山帯通過距離は各観測点での値、AVS30 を 350m/sとして

計算した推定値とオリジナルの観測値との残差）を緑線で、火山帯通過距離と浅部地盤の補正項

を行った場合（火山帯通過距離と AVS30 に各観測点での値を用いて計算した推定値とオリジナル

の観測値との残差）を赤線で示す。残差の RMS は、火山帯通過距離の補正項を考慮すると短周期

側で明瞭に小さくなり、浅部地盤の補正項を考慮すると 1.0 秒付近を中心に小さくなることが確

認できる。 

これらの二枚の図の赤線を一枚にまとめたものが各組の右図である。全地震の RMS（(a)の右図）

で見ると、1.0秒より短周期側では両者の残差は同程度であるが、1.0秒より長周期側では【MF13】

 

1【ZZ16】では、火山帯通過距離の最小値、最大値をそれぞれ 12km、80km と定めている。火山帯通過距離の補

正を行わない場合は、計算上、𝑥𝑣𝑧=12km として扱われる。 
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（赤線）の方が【ZZ16】（青線）に比べて残差が小さいことが確認できる。左図の補正項による変

化から、【MF13】の深部地盤補正項による効果と考えられる。なお、【ZZ16】では深部地盤に関す

る補正項は提案されていない。 

 地震タイプ別に見てみると、以下の傾向が認められる。 

・地殻内地震：周期 1.0 秒より短周期側で火山帯の補正項により【ZZ16】の残差が小さく、長周

期側で深部地盤の補正項により【MF13】の残差が小さい。 

・プレート間地震：1.0秒より短周期側で【MF13】と【ZZ16】で残差は同程度であり、周期 1.0秒

より長周期側で【ZZ16】に比べて【MF13】の方が残差が小さい。 

・プレート内地震：全周期帯で【ZZ16】に比べて【MF13】の残差が小さい。  
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(a) 全 23地震、4488 記録の RMS 

Obs vs. MF13          Obs vs. ZZ16      Obs vs. MF13&ZZ16 

補正項なし 

異常震域 

異常震域+深部 

異常震域+深部+浅部 

補正項なし 

火山帯 

火山帯+浅部 

MF13 

ZZ16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図 2.4-1 観測値と各式の推定値の残差 RMS  

(b) 地殻内 13地震、2921記録の RMS 

Obs vs. MF13          Obs vs. ZZ16       Obs vs. MF13&ZZ16 

補正項なし 

異常震域 

異常震域+深部 

異常震域+深部+浅部 

補正項なし 

火山帯 

火山帯+浅部 

MF13 

ZZ16 

(c) プレート間 7地震、1019記録の RMS 

Obs vs. MF13          Obs vs. ZZ16       Obs vs. MF13&ZZ16 

補正項なし 

異常震域 

異常震域+深部 

異常震域+深部+浅部 

補正項なし 

火山帯 

火山帯+浅部 

MF13 

ZZ16 

(d) プレート内 3地震、548記録の RMS 

Obs vs. MF13          Obs vs. ZZ16       Obs vs. MF13&ZZ16 

補正項なし 

異常震域 

異常震域+深部 

異常震域+深部+浅部 

補正項なし 

火山帯 

火山帯+浅部 

MF13 

ZZ16 
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4.2 残差の断層最短距離依存性 

 

周期ごとに残差と断層最短距離との関係も確認を行った。付図 2.4-2 は周期 0.3 秒、付図 2.4-3

は周期 4.0秒での結果をまとめた図である。 

これらの図の上二段の(1)と(2)のグラフは、それぞれ【MF13】、【ZZ16】の残差について横軸を

断層最短距離にして示したものであり、黒の○は補正後の残差、緑の×は補正前の残差を示す。赤

（青）実線と赤（青）破線は補正後の残差の移動平均とその±1σを示し、緑実線と緑破線は補正前

の残差の移動平均とその±1σ を示す。矢印は移動平均及び標準偏差 σ の計算に使用した幅（地震

タイプごとに対数軸上で幅を固定）であり、この幅に入るデータ数が最下段の(5)のグラフに示さ

れている。(3)及び(4)のグラフは、(1)及び(2)のグラフのそれぞれ実線と破線をまとめて示したもの

であり、赤線が【MF13】、青線が【ZZ16】である。(3)及び(4)のグラフでは、実線は補正後の残差、

破線は補正前の残差から算出した結果を示す。 

付図 2.4-2の周期 0.3秒での残差と断層最短距離の関係について(a)の全地震を見ると、平均残差

は、断層最短距離が 10km 程度以下の近距離になると【MF13】は過小評価（残差が正）、【ZZ16】

は過大評価（残差が負）の傾向が確認できる。但し、極近距離のデータは数が少ないため、観測

値の平均が一般的な値なのかどうかは別途確認が必要と思われる。標準偏差については、両者と

も補正項を考慮することで標準偏差が小さくなる。近距離で 0.2 程度だった標準偏差は遠距離に

なるにつれ増加して 0.4 程度になり、遠くなるほど伝播経路特性のばらつきが大きくなることが

要因として考えられる。 

付図 2.4-3の周期 4.0秒では、平均残差は両者いずれも概ねゼロである。標準偏差は【ZZ16】に

比べて【MF13】の方が小さく、【MF13】の深部地盤補正項の効果によると考えられる。短周期で

は遠距離になるにつれて標準偏差が増加していた（付図 2.4-2）が、長周期では増加の程度が小さ

い。これは、短周期側に比べて長周期側は Q 値による減衰の割合が小さいため、伝播経路特性に

よるばらつきが小さいことが要因ではないかと考えられる。 
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付図 2.4-2 周期 0.3秒における(1)【MF13】の残差と断層最短距離の関係、(2)【ZZ16】の残差と断層最短距離の関係、(3)残差の平均と断層最短距離の

関係、(4)標準偏差と断層最短距離の関係、及び、(5)残差の平均と標準偏差の算定に用いたデータ数  

○：補正項適用後の残差 

×：補正項適用前
※
の残差 

赤線または青線：補正後の残差

（○）の移動平均及び平均±1σ 

緑線：補正項適用前
※
の残差（×）

の移動平均及び平均±1σ 

矢印：移動平均・標準偏差を計算

したデータ区間 

※補正項適用前：推定値を一律
AVS30=350m/s、D1400=300m、Xvf 

= 
xvz

 
=0km で計算 

残差 = 𝑙𝑜𝑔(𝑂𝑏𝑠/𝑃𝑟𝑒) 

赤：MF13 の移動平均・標準偏差 

青：ZZ16 の移動平均・標準偏差 

実線：補正項適用後 

破線：補正項適用前 

※平均残差のバイアスを取り除いた
ばらつき 

(1) 
MF13 
残差 

(2) 
ZZ16 
残差 

(3) 
平均 
残差 

(4) 
標準 
偏差 

(5) 
データ 
数 

(a)全 23 地震 

4488 記録 

(b)地殻内 13 地震 

2921 記録 

(c)プレート間 7 地震 

1019 記録 

(d)プレート内 3 地震 

548 記録 



 

付 2-15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図 2.4-3 周期 4.0秒における(1)【MF13】の残差と断層最短距離の関係、(2)【ZZ16】の残差と断層最短距離の関係、(3)残差の平均と断層最短距離の

関係、(4)標準偏差と断層最短距離の関係、及び、(5)残差の平均と標準偏差の算定に用いたデータ数 

残差 = 𝑙𝑜𝑔(𝑂𝑏𝑠/𝑃𝑟𝑒) 

(1) 
MF13 
残差 

(2) 
ZZ16 
残差 

(3) 
平均 
残差 

(4) 
標準 
偏差 

(5) 
データ 
数 

(a)全 23 地震 

4488 記録 

(b)地殻内 13 地震 

2921 記録 

(c)プレート間 7 地震 

1019 記録 

(d)プレート内 3 地震 

548 記録 

○：補正項適用後の残差 

×：補正項適用前
※
の残差 

赤線または青線：補正後の残差

（○）の移動平均及び平均±1σ 

緑線：補正項適用前
※
の残差（×）

の移動平均及び平均±1σ 

矢印：移動平均・標準偏差を計算

したデータ区間 

※補正項適用前：推定値を一律
AVS30=350m/s、D1400=300m、Xvf= 
xvz=0kmで計算 

赤：MF13 の移動平均・標準偏差 

青：ZZ16 の移動平均・標準偏差 

実線：補正項適用後 

破線：補正項適用前 

※平均残差のバイアスを取り除いた
ばらつき 
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５．まとめ 

 

2013年以降に発生した地殻内、プレート間、プレート内の計 23地震を対象に、0.1～5.0秒の 23

周期の加速度応答スペクトルについて、【MF13】、【ZZ16】と比較し、要因分析を行った。その結

果、主に以下の３つが認められた。 

【MF13】は異常震域、深部地盤、浅部地盤の影響を補正することにより、残差の RMS が小さ

くなり、一方、【ZZ16】は火山帯通過距離と浅部地盤の影響を補正することにより、残差 RMS が

小さくなることが示された。 

全ての補正項を適用した場合、周期 1.0秒より短周期側では【MF13】と【ZZ16】で残差は同程

度、長周期側では【MF13】の方が残差の RMSが小さいという結果が得られた。これは主に【MF13】

の深部地盤の補正項による効果と考えられる。 

断層最短距離に関しては、短周期側で距離が遠くなるほど標準偏差が大きくなる傾向が見られ

た。これは伝播経路特性のばらつきが大きくなることが要因として考えられる。 

【MF13】及び【ZZ16】のデータセットに含まれてはいるが、地震規模の大きな 2003年十勝沖

地震及び 2011 年東北地方太平洋沖地震の残差を検討した結果を参考までに付録２の最後に添付

した。  
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【参考資料】 2003 年十勝沖地震と 2011 年東北地方太平洋沖地震の観測応答スペクトルと地震

動予測式の残差の検討 

 

2003 年十勝沖地震と 2011 年東北地方太平洋沖地震についても K-NET 及び KiK-net による地表

観測記録から応答スペクトルを計算し、【MF13】及び【ZZ16】との比較を実施した。 

記録の選択基準は、AVS30 が算出可能な点、S 波主要動が含まれている点に関しては付録２と

同様であるが、断層最短距離を 200km 以内に限定すると解析対象記録数が少なくなってしまう

（付図 2.参-1 参照）ことから、【MF13】については外挿となる断層最短距離 200～300km の記録

も用いて検討を行った。 

断層最短距離の計算に必要なモデルには、既往の研究結果を用いた。すなわち、2003年十勝沖

地震は Tanioka et al. (2004)、2011年東北地方太平洋沖地震は Hashimoto et al. (2012) のすべり分布

をもとに、Matsu’ura et al. (2020)が設定した断層面（付図 2.参-1）を用いて距離計算を行った。 

これら２地震は【MF13】及び【ZZ16】のデータセットに含まれている。式構築の際に使われた

パラメータは付表 2.参-1に示す通りであり、それぞれこれらの値を使って推定値を計算した。 

推定値と観測値の残差の RMSを付図 2.参-2に比較する。残差は、【MF13】については異常震域

（2003年十勝沖地震の場合）、深部地盤、浅部地盤の補正、【ZZ16】については火山帯と浅部地盤

の補正を観測値に施し、求めた値である。十勝沖地震は全周期帯で【MF13】に比べて【ZZ16】の

方が大きな RMS となっている。東北地方太平洋沖地震は周期 0.1～0.5 秒でほぼ同じ値であるが、

0.5～3.0秒では【ZZ16】が大きな値となった。 

 

付表 2.参-1 【MF13】及び【ZZ16】のデータセットに用いられた２地震の諸元 

 

2003 年十勝沖地震 
2011 年東北地方 

太平洋沖地震 

Mw 
震源深さ

(km) 

断層上端
深さ(km) 

Mw 
震源深さ

(km) 

断層上端
深さ(km) 

式の構築に用
いられた諸元 

MF13 8.0 45.0 － 9.0 24.0*1 － 

ZZ16 8.3 25km 以浅 5.0 9.1 25km 以浅 14.0 

*1 【MF13】では震源深さ 25km 以深の地震に対して異常震域の補正項が適用されるため、2011 年東

北地方太平洋沖地震については異常震域の補正項を適用していない。  
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付図 2.参-1 距離計算に用いた断層面と解析に用いた記録の最大加速度分布。震源メカニズム解

は F-netによる。震央を中心とする同心円は 100km間隔。 

 

 

 

(a) 2003 年十勝沖地震 

 

(b) 2011 年東北地方太平洋沖地震 

付図 2.参-2 観測値と推定値の残差 RMS  

対象記録数：323 対象記録数：518 

(a) 2003年十勝沖地震 (b) 2011年東北地方太平洋沖地震 

：MF13 の火山フロント
□：ZZ16 の火山帯 
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付録３ 地震動予測式のばらつき 

 

１． はじめに 

 

 確率論的な地震動ハザード評価においては、用いる地震動予測式そのものの選定だけでなく、

ばらつきの設定も重要である。近年の観測記録の蓄積にともないばらつきの分析に関する研究も

進展しており、多数地点における様々な地震による観測記録から求められた地震動予測式の全体

のばらつきから、地震間のばらつき（多数または特定地点における様々な地震によるばらつき）

と地震内のばらつき（多数地点における１地震に対するばらつき）、特定地点における様々な地震

に対するばらつき（single-station sigmaまたは single-site sigma）や特定地点における特定地域の地

震に対するばらつき（single-path sigma）などへの分離が行われつつある。ここでは、地震観測記

録と地震動予測式に基づいた地震動（応答スペクトルを含む）のばらつきに関する近年の知見と

して、4.1節で提示した５つの文献について整理する。 

・ Morikawa et al. (2008) 

・ Lin et al. (2011) 

・ Rodriguez et al. (2011) 

・ 引田・友澤（2013） 

・ Villani and Abrahamson (2015) 

 また、地震動予測式に関する動向として、近年注目されつつある、非エルゴード的な地震動予

測モデルの考え方について補足する。 

 

２． 地震動予測式のばらつきに関する近年の知見 

 

2.1 Morikawa et al. (2008) 

 

 Morikawa et al. (2008) は震源領域ごとにデータを区分し、Kanno et al. (2006) の地震動予測式と

の残差に基づいて地震動のばらつきを検討している。６つの震源領域それぞれに対して、Mw5.5以

上であり、防災科学技術研究所の K-NET あるいは KiK-net観測点において概ね同様の震源メカニ

ズムの地震が５地震以上観測されたとしたデータが用いられている。データは合計 50地震、7,753

記録である。Morikawa et al. (2008) の検討結果によると、サイト補正後のばらつき（applied 

correction; total）は single-path sigmaに相当し、常用対数標準偏差で 0.15～0.2程度であり、その地

震間のばらつきは 0.1～0.16 程度、地震内のばらつきは 0.1～0.14程度である。 

 

2.2 Lin et al. (2011) 

 

 Lin et al. (2011) は台湾の観測記録を用いて、Chiou and Youngs (2008) の地震動予測式との残差

に基づき、地震動のばらつきを検討している。Lin et al. (2011) が検討に用いたデータは、1993年

12月～2003年６月までの 64地震の観測記録である。Lin et al. (2011) の検討結果によると、single-

site sigma（σss）は自然対数標準偏差で 0.58～0.67程度、single-path sigma（σsp）は自然対数標準偏
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差で 0.34～0.46程度である。Lin et al. (2011) による PGA に対するばらつきの値と既往研究のばら

つきの値を比較すると、Lin et al. (2011) が算定したばらつきは既往研究のばらつきよりも概ね小

さく、Morikawa et al. (2008) のばらつきと同程度かやや小さい値となっている。 

 

2.3 Rodriguez et al. (2011) 

 

 Rodriguez et al. (2011) は日本国内の観測記録を用いて、Boore and Atkinson (2008) の地震動予測

式を基本式とし、係数を新たに設定した上で、地震動のばらつきを検討している。Rodriguez et al. 

(2011) が検討に用いたデータは、2004年 10月までの KiK-netの地表記録と地中記録であり、MJMA

が４以上の地震である。Rodriguez et al. (2011) の検討結果によると、single-station sigmaは自然対

数標準偏差で 0.6～0.7の範囲である。Rodriguez et al. (2011) による PGAに対するばらつきの値と

既往研究のばらつきの値を比較すると、Rodriguez et al. (2011) が算定したばらつきは、既往研究の

ばらつきに比べてやや大きい値となっている。また、Rodriguez et al. (2011) は、地震内のばらつき

に対する地震規模依存性と距離依存性は明瞭には見られなかった、と述べている。 

 

2.4 引田・友澤（2013） 

 

 引田・友澤（2013）は同一地点で観測されたマグニチュードと震源距離がそれぞれ等しい２地

震の記録から地震動の応答スペクトルのばらつきを評価している。引田・友澤（2013）が検討に

用いたデータは、2009 年 12 月までに観測された K-NET 及び KiK-net の地表記録であり、検討対

象地震は、震源メカニズムが同じとみなした 31 地震ペア、震源メカニズムが異なる 64 地震ペア

の合計 95 地震ペアである。引田・友澤（2013）の検討結果によると、single-path sigma に相当す

る、全体のばらつきは自然対数標準偏差で 0.35～0.45 程度、地震内のばらつきは 0.3～0.4 程度、

地震間のばらつきは 0.2程度である。この値は、Morikawa et al. (2008) と概ね同程度である。また、

引田・友澤（2013）によるばらつきの距離依存性の検討結果によると、地震間のばらつきには顕

著な距離依存性が見られないが、地震内のばらつきには距離依存性が顕著に見られ、震源距離が

小さいほどばらつきが大きくなっている。 

 

2.5 Villani and Abrahamson (2015) 

 

 Villani and Abrahamson (2015) は、NGA-WEST2の一つである Abrahamson et al. (2014) による南

カリフォルニアの観測記録（77地震、1,776記録）及び CyberShake のシミュレーションデータ（約

415,000シナリオ × 63サイト）を用いて、周期３秒の加速度応答スペクトルのばらつきについて

検討している。Villani and Abrahamson (2015) の検討結果によると、加速度応答スペクトル（周期

３秒、減衰定数 5%）のばらつきの値として、観測記録の全体のばらつき、single-site sigma、及び

single-path sigmaはそれぞれ自然対数標準偏差で 0.707、0.594、0.242であり、Lin et al. (2011) によ

るばらつきよりもやや小さい値となっている。一方、シミュレーションデータに関して、全体の

ばらつきは観測記録とほぼ同じ（0.71）であるものの、伝播経路特性に関連するばらつきが観測記

録よりも大きくなっている。  
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2.6．まとめと今後の課題 

 

 地震動予測式のばらつきに関する近年の研究は、地震間のばらつきと地震内のばらつきへの分

離だけでなく、特定地点あるいは特定地震（震源域）のばらつきの評価が行われている。その結

果、おおよそのばらつきの値（自然対数標準偏差）として、 

 ・全体のばらつき：  0.7～0.9 

 ・地震間のばらつき：  0.4～0.5 

 ・地震内のばらつき：  0.5～0.6 

 ・single-station sigma:  0.6～0.7 

 ・single-path sigma:  0.25～0.45 

が示されている。確率論的な地震ハザード解析では、対象地点において震源断層が特定された１

つの地震に対するハザード評価をする場合、震源と対象地点が固定されることから、本来ならば

本質的なばらつきとしては、震源特性によるばらつきが支配的であり、震源から対象地点までの

伝播経路特性と対象地点のサイト特性によるばらつきは小さいと考えられる（地震調査委員会、

2004）。すなわち、様々な地震による多数地点の観測記録から求められた地震動予測式のばらつき

の値をエルゴード的な仮定のもとで用いることは適切ではなく、大き目のばらつきとなっている

（例えば、Anderson and Brune, 1999）。確率論的地震動予測地図ではサイト特性に起因するばらつ

きを除去した single-station sigma に相当する値として自然対数標準偏差で 0.35～0.53（常用対数標

準偏差で 0.15～0.23）を採用し、今回の応答スペクトルに関する地震動ハザード評価でも用いた。

ただし、この値は特定の震源域における地震による観測記録の分析結果（奥村・他、2004）も踏

まえており、single-path sigma に近いとも考えられる。 

 特定地点における特定地震を対象とする確率論的地震動ハザード評価においては本来 single-

path sigma を用いるべきであるが、これはあくまで特定地震を対象とした非エルゴード的な地震

動予測式を用いて平均値を求めることが前提条件となる。近年蓄積される強震動記録は飛躍的に

増大しており、その記録を用いることで伝播経路特性も詳細にモデル化する非エルゴード的な地

震動予測式の構築とそれによる地震ハザード評価の試みが行われつつある（例えば、Abrahamson 

et al., 2019）。日本では K-NET、KiK-net や震度情報ネットワークをはじめとした高密度な観測網

による膨大な記録の蓄積が続いており、非エルゴード的な地震動予測モデルの構築により、ばら

つきの地震規模（マグニチュード）や震源距離、振幅、周期依存性もあわせて明らかになること

が今後期待される。一方で、確率論的地震動予測地図及び今回の応答スペクトルを対象とした評

価では無限大の地震動が生じないよう対数正規分布の裾を±3σで打ち切ることも採用しているが、

大振幅域に関してはばらつきの値だけでなく分布形状そのものの検討も重要である（例えば、Si 

et al., 2019）。  
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付録４ 地震動予測式と地震動ハザード評価 

 

 ここでは、2011年東北地方太平洋沖地震の観測記録も用いられ、地震タイプ（地殻内地震、海

溝型プレート間地震、海溝型プレート内地震）の違い、及び前弧側と背弧側の減衰構造の違いも

考慮され、日本全国を対象とした応答スペクトルに関する地震動ハザード評価の適用条件を満た

している Zhao et al. (2016a, b, c) の式（以下、【ZZ16】と記す）による評価結果を示す。 

 

１．【ZZ16】における評価条件 

 

【ZZ16】では、日本道路協会（1980）の道路橋示方書における地盤種別が用いられている。こ

こでは工学的基盤上での評価として、片岡・他（2006）を踏まえて地盤種別（サイトクラス）Ⅰを

適用する。【ZZ16】における火山帯を通過する距離（Xv）については、本来であれば評価地点ごと

に震源断層を予め特定しにくい地震を含むすべての地震に対してそれぞれ算出するが、本試算に

おいては日本で適用される最小値である 12kmで固定した。 

地震動のばらつきについては、Morikawa and Fujiwara (2013) の式【MF13】による評価と同様、

確率論的地震動予測地図と同じとした。 

 

２．【ZZ16】による評価結果 

 

 付図 4.2-1～付図 4.2-3 に【ZZ16】による東京都庁、名古屋市役所、大阪市役所位置の一様ハザ

ードスペクトルと 50 年超過確率 5%における影響度を示す。【ZZ16】による一様ハザードスペク

トルの形状は周期 0.1 秒で最も振幅が大きく、周期が長くなるにつれて振幅が減少している。こ

のような特徴は活断層などの浅い地震と海溝型地震で共通である。東京都庁、名古屋市役所、大

阪市役所位置のいずれにおいても、周期が長くなるほど海溝型地震、特に震源断層を予め特定し

にくいプレート内地震の影響が大きくなる傾向がある。 

 ５章（図 5.1-1～図 5.1-4、図 5.2-1～図 5.2-4、図 5.3-1～図 5.3-4）で示されている【MF13】によ

る結果との違いを見て取れるが、両者の比較について次項で示す。  
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 (a) 全地震 (b) 活断層などの浅い地震 (c) 海溝型地震 

 

 

(d) 再分解による影響度評価（50年超過確率 5%） 

 

 

(e) 詳細な再分解による影響度評価（50年超過確率 5%） 

付図 4.2-1 【ZZ16】による東京都庁位置の一様ハザードスペクトルの評価結果  

50年超過確率 39% 50年超過確率 5%50年超過確率 10% 50年超過確率 2%

PA: 太平洋プレート 

PH: フィリピン海プレート 
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 (a) 全地震 (b) 活断層などの浅い地震 (c) 海溝型地震 

 

 

(d) 再分解による影響度評価（50年超過確率 5%） 

 

 

(e) 詳細な再分解による影響度評価（50年超過確率 5%） 

付図 4.2-2 【ZZ16】による名古屋市役所位置の一様ハザードスペクトルの評価結果  

50年超過確率 39% 50年超過確率 5%50年超過確率 10% 50年超過確率 2%

PH: フィリピン海プレート 
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 (a) 全地震 (b) 活断層などの浅い地震 (c) 海溝型地震 

 

 

(d) 再分解による影響度評価（50年超過確率 5%） 

 

 

(e) 詳細な再分解による影響度評価（50年超過確率 5%） 

付図 4.2-3 【ZZ16】による大阪市役所位置の一様ハザードスペクトルの評価結果  

50年超過確率 39% 50年超過確率 5%50年超過確率 10% 50年超過確率 2%

PH: フィリピン海プレート 



付 4-5 

３．【MF13】と【ZZ16】による結果の違いの分析 

 

50 年超過確率 5%において南海トラフ沿いで発生する大地震の影響が大きい名古屋市役所位置

について、【MF13】と【ZZ16】のハザード評価結果の違いを分析する。付図 4.3-1に名古屋市役所

位置における再分解したハザードカーブを周期 0.1 秒、1.0秒及び 5.0秒について示す。 

【MF13】ではいずれの周期でも「全地震」の 50 年超過確率 5%におけるハザードカーブに対し

て南海トラフ沿いで発生する大地震（「南海トラフ」）のハザードカーブがほぼ一致しているのに

対して、【ZZ16】では乖離が見られる。また、【MF13】では周期が長くなるほど「南海トラフ」と

フィリピン海プレート内の震源断層を予め特定しにくい地震（「PH内不特定」）との差が大きくな

っていくのに対して、【ZZ16】では周期が長くなるほど反対に差が小さくなっている。これらは付

図 4.2-2における詳細な再分解による影響度評価とも対応している。 

付図 4.3-2にMw8.0のフィリピン海プレートのプレート間地震とプレート内地震を対象とした、

地震動予測式の距離減衰特性の比較を示す。【MF13】は、周期 5.0秒ではプレート間地震とプレー

ト内地震で距離が同じ場合にほぼ同じ振幅となり、周期が短くなるほどプレート内地震の振幅の

方が比較的近距離でやや大きくなる。一方【ZZ16】は、短周期（周期 0.1 秒）の比較的近距離で

プレート間地震とプレート内地震が同程度となる以外はプレート内地震の振幅の方が大きく、周

期が長くなるほど両者の差が大きくなる傾向が見られる。【ZZ16】による Mw8.0 のプレート間地

震の振幅は、周期 1.0秒で【MF13】の 1/3程度、周期 5.0秒で【MF13】の 1/2 程度となっており、

「南海トラフ」のハザードカーブの違い（付図 4.3-1）と対応している。なお、Mw7.0以下の地震

でもプレート間地震とプレート内地震との比較では同様の傾向が見られるが、これらの違いは

Mw8.0ほど顕著ではない。 

次に、大阪市役所位置について、【MF13】と【ZZ16】のハザード評価結果の違いを分析する。

大阪市役所位置における詳細な再分解をしたハザードカーブを付図 4.3-3に示す。いずれの周期に

おいても、主要活断層帯で発生する地震の影響度が低頻度の領域で最も大きい点については

【MF13】と【ZZ16】で共通している。しかしながら、「南海トラフ」と「PH 内不特定」を比べる

と、【MF13】では「南海トラフ」のハザードの方が大きいのに対して、【ZZ16】では「PH内不特

定」のハザードの方が概ね大きくなっている。このことは、詳細な再分解による影響度評価（付

図 4.2-3）にも現れている。 

周期 1.0 秒程度以上の成分に関して、【MF13】では評価地点から震源が遠いプレート間巨大地震

（M8程度以上）の影響も現れるのに対して、【ZZ16】では震源が遠いプレート間巨大地震はほと

んど影響しない。そのため、【ZZ16】では長周期成分においてプレート内地震の影響度が大きくな

る傾向がある。 

なお、大阪市役所位置における【MF13】の一様ハザードスペクトルにおいて、50年超過確率 2%

では周期 1.0 秒付近をピークとした形状となっているが、これは、ごく近傍に位置する上町断層

帯の影響である。 

以上のように、一様ハザードスペクトルの形状は、低頻度になるほど海溝型巨大地震や震源断

層ごく近傍となる活断層の影響度が大きい場合にはそれらの地震に対する予測スペクトルの形状

と類似してくる。ただし、これらは観測記録がきわめて少ないために、評価に用いる地震動予測

式による違いが顕著に現れている。 
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(a) 周期 0.1秒    (b) 周期 1.0秒 

 

 

(c) 周期 5.0秒 

付図 4.3-1 名古屋役所位置におけるハザードカーブの比較（詳細な再分解）（凡例の PH はフィリ

ピン海プレートを示す） 
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(a) 周期 0.1秒    (b) 周期 1.0秒 

 

 

(c) 周期 5.0秒 

付図 4.3-2 地震動予測式の距離減衰特性の比較。フィリピン海プレートのプレート間及びプレー

ト内の Mw8.0 の地震を想定。【ZZ16】はいずれも Xv=12km とした。凡例の P 間はプレート間地

震、P内はプレート内地震を示す。 
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(a) 周期 0.1秒    (b) 周期 1.0秒 

 

 

 

 

 

(c) 周期 5.0秒 

付図 4.3-3 大阪市役所位置におけるハザードカーブの比較（詳細な再分解）（凡例の PH はフィリ

ピン海プレートを示す）
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